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序     文 
 

カンボジア王国政府の要請に基づき、日本国政府が「カンボジア王国政府統計能力向上プロジ

ェクトフェーズ 3」を行うことを決定したのに伴い、当機構は、2010 年 10 月 1 日から 2015 年 3

月 31 日までの予定で本技術協力を行っています。 

当機構は、2014 年 8 月 31 日から 9 月 13 日まで終了時評価間調査を実施し、これまでの活動実

績、進捗状況について、総合的なレビューを行うとともに、今後の対応等について協議しました。 

これらのレビュー結果は、ミニッツに取りまとめられ、調査団・カンボジア王国計画省統計局

双方の合意の下に、署名交換が行われました。 

本報告書は、終了時評価調査及び協議結果を取りまとめたものであり、今後の技術協力事業を

効果的かつ効率的に実施していくための参考として、活用されることを願うものであります。 

終わりに、これらの調査にご協力とご支援を頂いた関係各位に対し、心から謝意を表するとと

もに、引き続き本プロジェクトに対する支援をお願い申し上げるしだいであります。 

 

平成 26 年 10 月 

 

独立行政法人国際協力機構 

産業開発・公共政策部長 植嶋 卓巳 
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評価調査結果要約表 
 

１．案件の概要 

国 名：カンボジア王国 案件名：政府統計能力向上プロジェクトフェーズ 3 

分 野：統計 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：産業開発・公共政策部ガバナ

ンスグループ行財政・金融チーム 
協力金額（評価時点）：約 5 億 6,000 万円 

協力期間 

（R/D）2010 年 6 月 

 

2010 年 10 月～ 2015 年 3 月

（4.5 年間） 

先方関係機関：計画省統計局（NIS） 

日本側協力機関：総務省統計局、総務省統計研修所、

独立行政法人統計センター 

他の関連協力： 

JICA 協力プログラム「政府統計能力向上プロジェ

クトフェーズ 1」（2005 年 8 月～2007 年 3 月）、「政

府統計能力向上プロジェクトフェーズ 2」（2007 年

4 月～2010 年 9 月） 

１－１ 協力の背景と概要 

カンボジア王国（以下、｢カンボジア｣と記す）は内戦の影響により開発が遅れており、持続

的成長と安定した社会を実現するため、グッド･ガバナンスの推進を重点分野に掲げ、開発政

策の立案･モニタリングのため、政府統計の実施能力向上に取り組んできた。JICA は 2005 年以

降、｢政府統計能力向上プロジェクト｣（フェーズ 1 及び 2）を通じ、2008 年の人口センサス支

援を中心に計画省統計局（National Institute of Statistics：NIS）の統計能力強化を支援してきた。

これらの協力により NIS の能力は向上しつつあるが、次回の人口センサス（2018 年予定）まで、

移転された技術･知識を維持することが課題であった。 

また、カンボジア政府は同国初の経済センサス（Economic Census：EC）の実施を 2011 年に

予定していたため、NIS が同センサスに必要な専門技術･知識を身に付けることが喫緊の課題の

ひとつであった。さらに、地方分権化を推進するカンボジアにおいて、州政府が政策立案･モ

ニタリングに統計情報の活用ができるよう州計画局の政府統計能力の向上に努める必要があ

った。 

上記の課題に係るカンボジア政府からわが国へ要請を受け、JICA は総務省統計局の協力を得

て、2010 年 10 月から｢政府統計能力向上プロジェクトフェーズ 3｣を開始した。本プロジェク

トは、NIS をカウンターパート（Counterpart：C/P）機関として、2010 年 10 月から 2015 年 3

月までの 4.5 年間の予定で実施している。 

今回実施した終了時評価調査は、2015 年 3 月のプロジェクト終了を控え、プロジェクト活動

の実績、成果を評価、確認するとともに、今後のプロジェクト活動に対する提言及び今後の類

似事業の実施にあたっての教訓を導くことを目的とした。 

 

１－２ 協力内容 

（1）上位目標 

NIS 及び州計画局により有用な統計情報が提供され、中央省庁及び州政府の政策、計画、
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戦略等の立案・実施・モニタリングに活用される。 

 

（2）プロジェクト目標 

NIS 及び州計画局が、経済センサス、中間年人口調査（Cambodia Inter-censal Population 

Survey：CIPS）、経済統計調査及びその他統計活動を実施する能力が向上する。 

 

（3）成 果 

1）NIS 及び州計画局が経済センサスをはじめ政府統計調査に関する政府統計の計画、調

査実施を行えるようになる。 

2）NIS が経済センサスをはじめ政府統計調査における集計・結果表作成を行えるように

なる。 

3）NIS が経済センサスをはじめ政府統計調査における結果分析を行えるようになる。 

4）NIS が、経済センサスをはじめとする政府統計調査結果の提供及び政府統計に関する

理解促進を行えるようになる。 

5）NIS が経済センサスに関する小地域統計（Small Area Statistics：SAS）を実施できるよ

うになる。 

6）州計画局が州レベル以下の行政単位における結果表の作成・公表を行えるようになる。

（小地域統計サブプロジェクト） 

7）NIS 及び州計画局が政府統計に必要な技術・知識を維持するための、仕組みが構築さ

れる。 

8）NIS 及び州計画局の調整能力が向上する。 

 

（4）投入（評価時点） 

1）日本側 

短期専門家派遣：31 名〔152.75 人月（M/M）〕 

研修員受入：（本邦）12 名、（第三国）15 名 

機材供与：2,570 万円 

ローカルコスト負担：9,620 万円 

 

2）カンボジア側 

カウンターパート配置：2011 年経済センサスのために 24 名、2013 年中間年人口調査

のために 57 名、2014 年中間年経済調査〔Cambodia Inter-censal Economic Survey（IES）〕

のために 27 名、小地域統計のために 12 名（延べ 120 名） 

土地・施設提供：執務室、光熱水道費 

ローカルコスト負担：92 万 7,029 米ドル（2011 年経済センサス、2013 年中間年人口

調査及び 2014 年中間年経済調査実施費用） 
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２．評価調査団の概要 

調査者 ＜日本側＞ 

総 括 富澤 隆一 JICA 産業開発・公共政策部次長 

政府統計 金室 貴子 総務省統計局統計調査部経済統計課サービス年次

統計係長 

協力企画 高附 翔 JICA 産業開発・公共政策部ガバナンスグループ行

財政・金融チームジュニア専門員 

評価分析 首藤 久美子 有限会社アイエムジー上席研究員 

 

＜カンボジア側＞ 

H.E. Ms. Hang Lina 計画省統計局（NIS）局長 

Mr. Heang Kanol 計画省統計局副（NIS）局長 

Mr. Meng Kimhor 計画省統計局副（NIS）局長 

Mr. Khin Sovorlak 計画省統計局副（NIS）局長 

Mr. Kim Net 計画省統計局（NIS）社会統計課課長補佐 

 

調査期間 2014 年 8 月 31 日～9 月 13 日 評価種類：終了時評価 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

（1）投 入 

日本側、カンボジア側からも計画どおり十分な投入が行われた。小地域統計サブプロジ

ェクト実施にあたって、計画していたよりも多数の地域指導官（Regional Officer：RO）と

副地域指導官（Assistant Regional Officer：ARO）の州への配置が必要となったが、NIS は

この状況に対応し、十分な数の人的資源を州計画局支援のために投入した。 

 

（2）成 果 

＜成果 1（計画・調査実施）＞ 

成果 1 は達成された。NIS 及び州計画局は 2011 年経済センサス、2013 年中間年人口調

査、2014 年中間年経済調査を成功裡に実施し、人口・経済調査の両方を計画・実施できる

ようになった。特に、2011 年経済センサスに関しては、カンボジアで実施された初めての

事業所に関する全数調査であったことをかんがみると、大きな成果だったといえる。 

 

＜成果 2（集計・審査）＞ 

成果 2 は達成された。NIS は 2011 年経済センサス、2013 年中間年人口調査、及び 2014

年中間年経済調査のデータ集計・統計表の作成を行った。C/P は、その過程で、シンプル・

カリキュレーション・システム（Simple Calculation System：SCS）やセンサス調査処理

（Census and Survey Processing System：CSPro）といった統計ソフトウェアの使い方を学ん

だ。現在は、専門家からの手厚い支援を必要とせずにそれらのプログラムを使いこなすこ

とができる。一方で、経済データに関しては、企業・事業所が多種多様な特徴をもってい
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ること、コンピュータ処理による自動的なエラーの補定（imputation）が不可能なこと、

C/P 職員が経済データの扱いに不慣れなことなどから、データクリーニングに要する時間

が見込みよりも大幅に（半年程度）長くなった。 

 

＜成果 3（分析）＞ 

成果 3 は、一定程度達成されたものの、さらなる支援が必要である。2011 年経済センサ

ス及び 2013 年中間年人口調査のデータ分析・レポート作成を行う過程で、NIS 職員の分析

能力は向上した。NIS は人口調査に関しては、ほぼ自立して分析レポートを作成すること

ができている。他方、経済調査の分析に関しては、いまだに専門家から重点的な支援が必

要な状況である。これは、主に、2011 年経済センサスが、カンボジアにとって初の経済セ

ンサスであり、NIS にこれまでの経験の蓄積がなかったためである。 

 

＜成果 4（結果提供）＞ 

成果 4 はおおむね達成されたが、ウェブサイトへの情報掲載について改善すべき事項が

ある。NIS は統計調査結果を提供するための式典やセミナーの開催手続きを確立したほか、

2011 年経済センサス、2013 年中間年人口調査に関する各種多様なレポートを刊行した。

一方で、レポートの NIS ウェブサイトへの掲載については、現在のところ、2011 年経済セ

ンサスに係る 1 冊のレポートが掲載されているだけであり、より積極的な掲載が望まれる。

 

＜成果 5（小地域統計）＞ 

成果 5 は達成された。RO・ARO は研修を受講し、小地域統計実施・指導方法を習得し

た。その後、RO・ARO は、州計画局に対して小地域統計を指導できるレベルになった。

 

＜成果 6（州計画局に対する研修）＞ 

成果 6 は一定程度達成された。各州計画局に対してコンピュータ室整備のための機材供

与が行われ、小地域統計に関する研修も計画どおりすべての州で実施されている。しかし、

州計画局職員は、これまで能力強化研修を受けた経験が少なく、小地域統計実施能力はま

だ限定的である。地方分権化を進める首相の命令により、2014 年 2 月に NIS 内に地方統計

課（Sub-national Statistics Department）が新たに設置されたので、今後は、プロジェクトの

小地域統計サブプロジェクト実施経験を踏まえ、当課が来年（2015 年）から本格的に州計

画局の強化に取り組んでいくことが推奨される。 

 

＜成果 7（ナレッジマネジメント）＞ 

成果 7 はおおむね達成されたが、文書管理について改善すべき事項がある。2011 年経済

センサスの際、重要な業務手続等は、各種マニュアルの形で整備され、以前と比べ、職員

間での技術・知識の移転が容易になった。しかし、職員間で、主要な文書のソフトコピー

の共有システムや手続きが確立されておらず、管理が十分でない状況である。また、NIS

がドナーにソフトコピーの管理を依存している状況が見受けられる。 
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＜成果 8（調整）＞ 

成果 8 は達成された。中央・州レベルに設置されているさまざまな調整メカニズムは問

題なく機能している。 

 

（3）プロジェクト目標の達成度 

NIS・州計画局ともに、人口・経済調査及び小地域統計を実施する能力を向上させてお

り、プロジェクト目標は、比較的高いレベルで達成できる見込みである。しかし、成果 3

（NIS の分析能力）、成果 6（州計画局の小地域統計実施能力）については、課題が残され

ている。 

 

（4）実施プロセス 

1）効率的な専門家派遣 

専門家は短期のシャトル型で派遣されており、先方のニーズに対応した柔軟かつ効率

的な派遣が可能となっている。 

 

2）効果的な官民合同の専門家体制 

専門家チームは直営の官団員と業務実施契約の民間コンサルタントで構成されてお

り、官民合同の派遣体制が採られている。この体制により、NIS が必要とする多岐にわ

たる専門分野の人材を調達することが可能となり、プロジェクトの有効性向上に寄与し

ている。 

 

3）2013 年農業センサスの影響 

農業センサスが 2013 年 4 月に急遽実施されたため、その時期、C/P 職員はプロジェク

ト活動に対して十分な時間を割くことができなかった。これにより、C/P の 2011 年経済

センサス分析とレポート作成作業に遅れが生じた。 

 

３－２ 評価結果の要約 

（1）妥当性 

妥当性は高い。プロジェクトはカンボジアの優先開発政策や日本の対カンボジア ODA

政策に合致しているほか、日本が得意とする政府統計の技術を支援しながら、NIS・州計

画局職員といったターゲットグループのニーズに適切に対応した活動を展開している。加

えて、本フェーズで最大の効果を引き出すことができるよう、フェーズ 1、2 との一貫性・

連続性を確保しながら、継続した日本の技術協力を行うというプロジェクトのアプローチ

は適切だといえる。 

 

（2）有効性 

有効性は比較的高い。NIS の経済データの分析能力及び州計画局の小地域統計実施能力

はさらに強化していく必要があるが、概して各種調査の実施能力は向上し、関連機関との

調整能力も問題ないレベルに達している。プロジェクト目標は協力期間終了時までに比較

的高いレベルで達成される見込みである。 
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（3）効率性 

効率性は比較的高い。投入は日本・カンボジア両国から計画どおり行われ、特に人的資

源の配置が適切に行われた。各種調査が成功裡に行われ、投入に見合ったアウトプットも

産出されている。他方、2013 年に農業センサスが急遽実施され C/P の業務量が増大したこ

と、2011 年経済センサス及び 2014 年中間年経済調査の経済データクリーニングに時間を

要したこと等の要因がプロジェクトの効率性を低下させた。 

 

（4）インパクト 

インパクトは比較的高い。NIS・州計画局が政府統計を実施するために必要なスキルと

知識を身に付けていることから、上位目標の達成の可能性は高い。ただ、課題として、統

計マスタープランで計画されている今後の統計調査に必要な財政資源を獲得できるかど

うかという不安材料がある。NIS の経済データ分析能力と州計画局の小地域統計実施能力

を今後さらに向上させていけるかどうかも、上位目標達成度を左右する。なお、これまで

提供された統計結果は、カンボジア国内外で、政策決定や研究等に広く参照・活用されて

おり、正のインパクトが確認できる。 

 

（5）持続性 

持続性は中～比較的高程度である。政策的・組織的持続性は高いが、統計マスタープラ

ンで計画されている統計活動が適切に実施されるように財政的持続性を高めていく必要

がある。NIS の経済データ分析能力及び州計画局の小地域統計実施スキルが今後強化され

れば、技術的持続性はさらに高まるであろう。 

 

３－３ 効果発現に貢献した要因 

（1）計画内容に関すること 

専門家の短期ベースの派遣や官民合同の専門家チーム構成がプロジェクトの効果発現

に寄与している。 

 

（2）実施プロセスに関すること 

該当なし。 

 

３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

（1）計画内容に関すること 

該当なし。 

 

（2）実施プロセスに関すること 

該当なし。 

 

３－５ 結 論 

フェーズ 1 より継続して実施されている JICA の技術協力により、NIS 職員の能力は確実に

向上した。フェーズ 3 である本プロジェクトは、NIS 職員だけでなく、地方の州計画局職員の
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能力向上にも積極的に取り組んでいる。プロジェクトは、比較的高いレベルでプロジェクト目

標を達成することができると見込まれる。成果 3（NIS の分析能力）及び成果 6（州計画局の小

地域統計実施能力）の達成度合いを高める努力がなされれば、プロジェクト目標の達成度はよ

り高くなるだろう。 

 

３－６ 提 言 

＜プロジェクトへの提言＞ 

（1）NIS の経済データ分析能力の強化 

NIS が政府統計を計画・実施する能力は向上したが、分析能力、特に経済統計データの

分析を行う能力はまだ十分ではない。プロジェクトの残り期間で、NIS 職員は専門家とと

もに 2014 年中間年経済調査の分析レポートの作成を行い、分析能力を向上させる必要が

ある。また、この目標達成のために、プロジェクト期間の延長を JICA とともに検討する

ことも一考である。 

 

（2）ウェブサイトを活用した統計情報の提供 

プロジェクトが刊行した各種レポートをウェブサイトに掲載することにより、統計情報

をより多くの関係者に、効率的に提供することができるが、現在のところ、NIS ウェブサ

イトへの統計レポートの掲載は限られている。残りの協力期間で、プロジェクトは、NIS

内の関連部署とともに、クメール語で作成された小地域統計レポートを含む各種レポート

をなるべく多く掲載するよう提言する。ウェブサイトへの掲載が難しい場合には、

CD-ROM でデータを提供したり、NIS 内に設置されている「データ利用者サービスセンタ

ー」を積極的に紹介するなど、利用者が統計データを入手しやすくなるような便宜を図る

とよいだろう。また、NIS 内の担当部署の責任と役割を明確化し、ウェブサイト掲載のた

めの業務手順を確立させるべきである。 

 

＜NIS への提言＞ 

（3）今後の統計調査活動に必要な資金の確保 

統計マスタープランや関連政令において、2017 年に中間年経済調査が、2018 年に人口

センサスが計画されている。NIS はこれらの調査実施のための十分な資金を確保するため

に予算計画を作成するべきである。NIS は、計画省や経済財政省、そしてドナー等に対し

て、政府統計が政策策定・モニタリングのために欠かせないことを主張していく必要があ

る。 

 

（4）計画省・NIS による州計画局への支援強化 

プロジェクトは小地域統計支援により州計画局の能力強化に取り組んだが、NIS のこう

した地方支援の活動は緒に就いたばかりである。新設された地方統計課は、プロジェクト

の小地域統計支援の経験に基づき、州計画局支援のための具体的な行動計画を立てる必要

がある。 

また、計画省・NIS は、プロジェクトが供与した資機材の維持管理費用を確保できるよ

う、州計画局を支援するべきである。 
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（5）移転されたスキル・知識の維持のための情報管理 

プロジェクトを通じ、重要な業務や情報は業務マニュアル等の形で文書化されたが、そ

うした文書の共有は主に個人ベースで行われている。また、重要な文書のソフトコピー管

理に関して、ドナーへの依存度が高い状況も見受けられる。ソフトコピーの管理について

は、情報共有システムや手続きを改善し、組織として適切な管理を行うことが必要である。

文書管理を改善することにより、統計活動に不慣れな人員に対しても効率的にスキルや知

識を移転することが可能になるであろう。 

 

（6）主要なセンサスのスケジュール調整 

農業センサスが予定よりも 1 年前倒しになり、2013 年に実施された。これにより、プロ

ジェクト活動の円滑な実施が妨げられた。このような状況を発生させないため、センサス

は適切な間隔を置いて実施されるべきである。次回の農業センサスについては、次回経済

センサス実施の 3 年後に行われるべきである。 

 

３－７ 教 訓 

（1）経済センサス/調査に関する課題 

人口調査とは異なり、経済調査のためのデータクリーニングには長い時間を要すること

が明らかになった。これは、企業・事業所が多種多様な特徴をもっていること、職員が経

済データの扱いに不慣れなこと、そしてコンピュータ処理による自動的なエラーの補定が

不可能なことなどの要因による。プロジェクトは、2011 年経済センサス、2013 年中間年

経済調査実施の際にこの問題に直面し、活動に遅延が生じた。また、C/P の分析能力向上

のために十分な時間を割くことが難しくなった。 

そのため、プロジェクト実施機関の経済調査経験が乏しい場合、データクリーニングの

ための時間を十分に取るようにすべきである。また、C/P の基礎知識を向上させるために、

会計や企業活動に関する研修を十分に行うべきである。また、案件形成の際には、C/P や

その他経済調査を実施することになる関係者が、どの程度会計・企業活動に関する基礎知

識をもっているかを評価するアセスメントを実施するべきであろう。 

 

（2）他のセンサス活動との調整 

2013 年に急遽農業センサスが実施されたことは、C/P の業務量増大を招き、プロジェク

トに負の影響を与えた。特に 2011 年経済センサスの分析作業に影響が及んだ。プロジェ

クトの円滑な遂行が阻害されないためには、C/P がプロジェクト外の業務として担当する

他のセンサスとのスケジュール調整が重要である。 

 

（3）統計分野技術協力プロジェクトのデザイン 

センサスのように、次の活動までに 10 年といった長い時間が空いてしまうような活動

に対する技術移転を行う際には、一度限りの技術協力にとどまらず、技術の定着を図るた

めの継続的な OJT による支援が必要である。その点、フェーズ 1 から継続して中間年セン

サス等を含めた主要な機会に技術移転・定着の支援を行っている本プロジェクトは、プロ

ジェクトデザインの観点から適切な支援だったといえる。 
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（4）センサス実施のための予算の確保 

課題別指針『統計』（平成 22 年 8 月改訂版）にもあるとおり、途上国においては、人口

センサス、経済センサスなどの大規模統計調査を実施するための経費を独自に予算化する

ことが困難なので、ドナー間の調整や技術協力と他のスキームとの連携が重要になってく

る。本プロジェクトでは国連人口基金（United Nations Population Fund：UNFPA）との共同

での実施やノンプロジェクト無償資金協力見返り資金の活用など、調査実施の費用の確保

が適切に行われた。一方で先方政府負担の割合は当初より増加したものの、独自で実施で

きるほどには至っておらず、財政的な持続性の確保の難しさが改めて確認された。統計分

野の支援にあたっては、プロジェクト終了後の統計調査の財源確保についても検討する必

要がある。 

 

 



 

－1－ 

第１章 終了時評価調査の概要 
 

１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

カンボジア王国（以下、｢カンボジア｣と記す）は内戦の影響により開発が遅れており、持続的

成長と安定した社会を実現するため、グッド･ガバナンスの推進を重点分野に掲げ、開発政策の

立案･モニタリングのため、政府統計の実施能力向上に取り組んできた。JICA は 2005 年以降、｢政

府統計能力向上プロジェクト｣（フェーズ 1 及び 2）を通じ、2008 年の人口センサス支援を中心

に計画省統計局（National Institute of Statistics：NIS）の統計能力強化を支援してきた。これらの

協力により NIS の能力は向上しつつあるが、次回の人口センサス（2018 年予定）まで、移転され

た技術･知識を維持することが課題であった。 

また、カンボジア政府は同国初の経済センサスの実施を 2011 年に予定していたため、NIS が同

センサスに必要な専門技術･知識を身に付けることが喫緊の課題のひとつであった。さらに、地

方分権化を推進するカンボジアにおいて、州政府が政策立案･モニタリングに統計情報の活用が

できるよう州計画局の政府統計能力の向上に努める必要があった。 

上記の課題に係るカンボジア政府からわが国へ要請を受け、JICA は総務省統計局の協力を得て、

2010 年 10 月から｢政府統計能力向上プロジェクトフェーズ 3｣を開始した。本プロジェクトは、

NIS をカウンターパート（C/P）機関として、2010 年 10 月から 2015 年 3 月までの 4.5 年間の予定

で実施している。 

今回実施した終了時評価調査は、2015 年 3 月のプロジェクト終了を控え、プロジェクト活動の

実績、成果を評価、確認するとともに、今後のプロジェクト活動に対する提言及び今後の類似事

業の実施にあたっての教訓を導くことを目的とした。 

 

１－２ 調査団の構成と調査期間 

調査団の構成は表－１のとおり。 

 

表－１ 調査団の構成 

＜日本側＞ 

担当分野 氏 名 所属・役職 

総 括 富澤 隆一 JICA 産業開発・公共政策部次長 

政府統計 金室 貴子 総務省統計局統計調査部経済統計課サービス年次統計係長 

協力企画 高附 翔 
JICA 産業開発・公共政策部ガバナンスグループ行財政・金融

チームジュニア専門員 

評価分析 首藤 久美子 有限会社アイエムジー上席研究員 

 

＜カンボジア側＞ 

氏 名 所属・役職 

H.E. Ms. Hang Lina 計画省統計局（NIS）局長 

Mr. Heang Kanol 計画省統計局（NIS）副局長 

Mr. Meng Kimhor 計画省統計局（NIS）副局長 

Mr. Khin Sovorlak 計画省統計局（NIS）副局長 

Mr. Kim Net 計画省統計局（NIS）社会統計課課長補佐



 

－2－ 

2014 年 8 月に文献調査や国内における関係者インタビュー等を開始し、その後、2014 年 8 月

31 日から 9 月 13 日にかけて現地調査を行った。詳しい現地調査日程については付属資料２「協

議議事録 ANNEX 1」を参照のこと。 

 

１－３ 対象プロジェクトの概要 

１－３－１ プロジェクトの要約 

プロジェクトは、プロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM）初

版であるバージョン 0（2010 年 6 月 10 日）に基づいて実施されていた。PDM バージョン 0 に

記載されたプロジェクトの要約は以下のとおり。 

 

（1）上位目標 

NIS 及び州計画局により有用な統計情報が提供され、中央省庁及び州政府の政策、計画、

戦略等の立案・実施・モニタリングに活用される。 

 

（2）プロジェクト目標 

NIS 及び州計画局が、経済センサス、中間年人口調査、経済統計調査及びその他統計活

動を実施する能力が向上する。 

 

（3）成 果 

1）NIS 及び州計画局が経済センサスをはじめ政府統計調査に関する政府統計の計画、調

査実施を行えるようになる。 

2）NIS が経済センサスをはじめ政府統計調査における集計・結果表作成を行えるように

なる。 

3）NIS が経済センサスをはじめ政府統計調査における結果分析を行えるようになる。 

4）NIS が、経済センサスをはじめとする政府統計調査結果の提供及び政府統計に関する

理解促進を行えるようになる。 

5）NIS が経済センサスに関する小地域統計を実施できるようになる。 

6）州計画局が州レベル以下の行政単位における結果表の作成・公表を行えるようになる。

（小地域統計サブプロジェクト） 

7）NIS 及び州計画局が政府統計に必要な技術・知識を維持するための、仕組みが構築さ

れる。 

8）NIS 及び州計画局の調整能力が向上する。 

 

（4）活 動 

【1 計画・調査実施】 

1-1 経済センサス及びその他統計調査の企画及び調査の実施 

1-2 経済センサスの統計調査の調査区設定の実施 

1-3 経済センサスの統計調査の調査区の維持・管理 

【2 集計、審査】 

2-1 NIS における経済センサスに関する統計調査の集計システムの構築 
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2-2 統計調査の集計の実施 

2-3 統計調査の個別データの審査 

2-4 統計調査の結果表の作成及び審査 

【3 分 析】 

3-1 調査集計結果の分析 

【4 結果提供】 

4-1 経済センサス報告書の編集 

4-2 経済センサス結果の CD の作成 

4-3 経済センサス結果のウェブコンテンツの作成 

4-4 経済センサス結果に基づく統計地図の作成 

4-5 経済センサス結果に基づくセンサスアトラスの作成 

4-6 主要関係省庁及び州政府（計画局含む）に対する経済センサスの結果利用・分析

に係る研修 

4-7 2011 年経済センサス結果公表時にワークショップを開催 

4-8 2013 年中間年人口センサス結果公表時にワークショップを開催 

4-9 2014 年経済統計調査結果公表時にワークショップを開催 

4-10 プロジェクト広報のためのセミナー開催 

【5 小地域統計】 

5-1 経済センサスの Village 別詳細集計システムの構築 

5-2 中央省庁及び州政府（計画局を含む）を対象とした、経済センサスの Village 別詳

細集計結果の利用・分析に係る研修実施 

【6 州計画局に対する研修】 

6-1 NIS のリージョナル・オフィサーを対象とした、州計画局研修のインストラクタ

ーになるための研修実施 

6-2 2008年人口センサス及び 2011年経済センサス（2009年事業所リスティング含む）

データに関する結果表作成の研修実施 

6-3 2008年人口センサス及び 2011年人口センサス（2009年事業所リスティング含む）

に関する結果提供についての研修実施 

【7 ナレッジマネジメント】 

7-1 政府統計調査詳細手続関連の文書の作成及び維持・管理 

【8 調 整】 

8-1 統計調査実施上必要とされる各種会議への参加 

 

１－３－２ プロジェクト期間 

2010 年 10 月～2015 年 3 月（約 4.5 年間） 

 

１－３－３ プロジェクト実施機関 

計画省統計局（NIS） 
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１－３－４ 対象地域 

カンボジア全土 

 

１－３－５ 対象者 

計画省統計局（NIS）職員、州計画局統計担当職員 
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第２章 評価の方法 
 

２－１ 評価手法 

プロジェクト終了まで残すところ約半年となり、協力期間終了時にプロジェクト目標がどれだ

け達成されるか、上位目標の達成見込みはどの程度か、協力期間延長の必要はないか等を判断す

る時期を迎えた。プロジェクト終了を控えたこの時期に終了時評価を行うことにより、プロジェ

クト活動の実績・成果の評価・確認を行い、また、今後の提言及び他の類似事業の実施にあたっ

ての教訓も導き出すこととした。 

本終了時評価では、『新 JICA 事業評価ガイドライン第 1 版』（2010 年 6 月）に従い、プロジェ

クトの実績と実施プロセスを把握したあと、以下の評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、イン

パクト、持続性）の観点から分析を行った。 

    

① 妥当性（relevance） 

プロジェクトのめざしている効果（プロジェクト目標や上位目標）が、受益者のニーズ

に合致しているか、問題や課題の解決策として適切か、相手国と日本側の政策との整合性

はあるか、プロジェクトの戦略・アプローチは妥当か、公的資金である政府開発援助（ODA） 

で実施する必要があるかといった「援助プロジェクトの正当性・必要性」を問う視点。 

② 有効性（effectiveness） 

プロジェクトの実施により、本当に受益者もしくは社会への便益がもたらされているの

か（あるいは、もたらされるのか）を問う視点。 

③ 効率性（efficiency） 

主にプロジェクトのコストと効果の関係に着目し、資源が有効に活用されているか（あ

るいはされるか）を問う視点。 

④ インパクト（impact） 

プロジェクト実施によりもたらされる、より長期的、間接的効果や波及効果をみる視点。

予期していなかった正・負の効果・影響を含む。 

⑤ 持続性（sustainability） 

援助が終了しても、プロジェクトで発現した効果が持続しているか（あるいは持続の見

込みはあるか）を問う視点。 

    

本評価はプロジェクト終了前の評価調査のため、④インパクト、⑤持続性に関しては、評価時

点での予測となっている。終了時評価では、これまでの実績を確認し、5 項目に従った評価を行

い、提言と教訓を引き出すことを目的とした。 

評価実施に際し、プロジェクト管理のための要約表である PDM に基づき、計画の達成状況や

達成見込みを調べるための評価グリッドを作成し、具体的な評価設問を定めた。 

本プロジェクトでは、プロジェクト開始前に作成された PDM バージョン 0 を使用していた。

したがって、終了時評価調査では、PDM バージョン 0 に基づいて情報を収集・分析した。 

 

２－２ データ収集・分析方法 

調査では、さまざまな情報源から、複数のデータ収集手法を用いて情報収集を行った。調査手
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法及び情報源のトライアンギュレーションが可能となり、調査の信頼性を高めることができるか

らである。 

今回の調査、特に現地調査では、定量的なデータとともに、定性的な情報の収集にも注力して

いる。定量的なデータは既存の資料で既にある程度入手可能だったのに対し、定性的な情報、特

にプロジェクト実施にあたっての貢献要因・阻害要因といった詳細な情報については、現地調査

における情報収集が不可欠だったからである。したがって、インタビュー、観察、そして自由記

述欄を多く設けた質問票調査など、定性的な情報を引き出すための手法を中心に調査がなされた。

以下の表－２に、調査手法と情報源をまとめた。 

 

表－２ データ入手手段と情報源 

データ入手手段 情報源 

文献・資料調査 
政策文書、プロジェクト関連資料、プロジェクト報告書、JCC 等各種会議

議事録等 

質問票調査 プロジェクト専門家、カウンターパート（C/P） 

インタビュー 
プロジェクト専門家、C/P、カンボジア中央・州政府関係者、他援助機関

等 

観察・インタビュー 
NIS、プノンペン市計画局、コンポンスプー州計画局、プレイヴェン州計

画局、2014 年中間年経済調査速報結果公表式典 

 

文献・資料調査は、主に現地調査前に国内で行い、プロジェクトのアウトプットと実施プロセ

スを中心に確認した。また、現地調査開始前に質問票をプロジェクト専門家 7 名及び C/P 4 名に

対し電子メールで配布し、調査団の現地入り前に質問票を回収した。現地入りしてからは、質問

票配布先やその他関係者に対してインタビューを行い、補足情報の収集を行った。質問票の配布

先でない政府関係者等に対しても、それぞれ 1 時間程度のインタビューを行った。 

評価者は NIS のほか、プノンペン市計画局、コンポンスプー州計画局、プレイヴェン州計画局

の様子も観察し、州計画局関係者に対し臨機応変にインタビューを行いながら定性データを中心

に情報収集した。さらに、「2014 年中間年経済調査速報結果公表式典」にも参加し、プロジェク

トの活動の様子を観察した。 

上記のデータ収集により得られた情報は、「２－１ 評価手法」で示した評価 5 項目ごとに分

析された。最終的なデータの分析結果は、「４ 評価結果」に示した。 

 

２－３ 評価調査の制約・限界 

時間や資源の制約からすべての専門家や C/P に対してインタビューを行うことは不可能だった。

また、プロジェクトの主要受益者である州計画局については、すべてを訪問するのは不可能であ

った。現地滞在期間が限られていたため、調査で訪問した州は主に首都プノンペンの近隣州だっ

た。 

こうしたサンプルの偏りの問題を克服するために、文献調査や関係者インタビューによって関

連情報を収集したりするなどの方策を取った。調査では、プロジェクト実施に直接携わっている

多数の C/P 職員やプロジェクト専門家から情報を得ることができたので、調査枠組みのなかで得

られた収集情報は一定の信頼性と妥当性を維持しているといえる。 



 

－7－ 

第３章 プロジェクトの実績 
 

３－１ 投入実績 

３－１－１日本側の投入 

（1）専門家派遣 

プロジェクト開始以降、チーフアドバイザー、集計/審査、センサス/調査計画策定、地

図作成、小地域集計/業務調整、結果分析といった分野の短期専門家 31 名が派遣された。

先方のニーズに合致した技術が提供できるように、専門家は、総務省統計局及び民間組織

の混成チームとして派遣されている。これまで投入された人/月（Man Month：M/M）は

152.751である。C/P へのインタビューでは、プロジェクト専門家はセンサス計画・実施に

関して高度な専門知識を備えているとともに、業務に対する高い熱意をもっているという

評価が定着していた。 

専門家の投入に関する詳細は、付属資料２．協議議事録 ANNEX 4 を参照のこと。 

 

（2）研修員受入 

これまで 12 名の C/P が本邦研修を受講し、延べ 15 名の C/P が第三国で開催された技術

交換に参加した（表－3。詳細については付属資料２．協議議事録 ANNEX 7 を参照）。 

本邦研修に参加した C/P は、インターネットや電子メールを活用した調査手法、企業・

事業所データベース構築といった研修で学んだ新たなスキルや知識を帰国後の業務で活

用している。第三国の技術交換に参加した C/P は、相手国でカンボジアにおける業務の説

明発表を行ったり、さまざまな質問に回答したりすることで、情報共有をしたり、新たな

知識を得たりすることができた。カンボジアと社会経済状況が似ている東南・南アジアの

第三国での技術交換では、C/P にとって直接参考になる情報が数多く得られたとのことだ

った。 

また、こうした研修の参加者は、帰国後、関係者や各種会議出席者に研修で学んだこと

を広く伝えようと努力しており、研修のインパクトは受講者にとどまることなく、広く関

係者に及んでいるといえる。 

 

表－３ 本邦研修及び第三国技術交換プログラム 

研修テーマ 開催国 期 間 参加者数

中間年人口調査の調査計画 日本 
3 週間 

（2011 年 1 月） 
3 

中間年人口調査の集計 日本 
3 週間 

（2012 年 1 月） 
3 

カンボジア経済調査の調査計画 日本 
3 週間 

（2013 年 1 月） 
3 

カンボジア経済調査の集計 日本 
3 週間 

（2014 年 1 月） 
3 

  

                                                        
1 国内における業務 1.93M/M を含む。 
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スリランカセンサス・統計局との技術交換（小

地域統計、人口センサス、産業センサス） 
スリランカ

5 日間 

（2011年 5月） 
3 

インドネシア統計局との技術交換（小地域統計）インドネシア
5 日間 

（2011年 9月） 
3 

ラオス統計局との技術交換（人口センサス、経

済センサス、小地域統計） 
ラオス 

5 日間 

（2012 年 11 月）
3 

ミャンマー統計局との技術交換（人口センサス、

経済センサス、小地域統計） 
ミャンマー

5 日間 

（2013年 5月） 
3 

ネパール統計局との技術交換（人口センサス、

経済センサス、小地域統計） 
ネパール 

5 日間 

（2014年 5月） 
3 

 

（3）供与機材 

パソコン、ソフトウェア、コピー機等、総額 2,567 万 4,000 円分2の機材がこれまで 24

州計画局に供与された。これらの機材は日常的に使用されており、維持管理状況もおおむ

ね良好である。供与機材の詳細については、付属資料２．協議議事録 ANNEX 6 を参照の

こと。 

 

（4）現地活動費 

これまで 9,626 万 1,000 円が現地活動費として支出された（表－4）。 

 

表－４ 現地活動費3 

1 年次 2 年次 3 年次 4 年次4 計 

2,865 万 3,000 円 1,383 万 2,000 円 2,477 万 5,000 円 2,900 万 1,000 円 9,626 万 1,000 円

 

３－１－２ カンボジア側の投入 

（1）人員配置 

NIS の職員延べ 120 名（2011 年経済センサスのために 24 名、2013 年中間年人口調査の

ために 57 名、2014 年中間年経済調査のために 27 名、小地域統計のために 12 名）がコア

C/P として活動し、専門家から技術移転を受けている。そのほかにも付属資料２．協議議

事録 ANNEX 5 に示した人員が C/P として活動を行っている。 

 

（2）ローカルコスト負担 

プロジェクト期間中、2011 年経済センサス、2013 年中間年人口調査、2014 年中間年経

済調査の 3 つの主要なセンサス・調査活動が行われたが、NIS は表－５のとおり、コスト

の一部を負担した。NIS は、3 つの調査合計で 92 万 7,029 米ドルを負担し、これは調査に

係る全コストの約 19％に相当する。 
  

                                                        
2 4 年次支出予定の 536 万 8,000 円を含む。 
3 1 年次は 2010 年 10 月から 2011 年 3 月まで、2 年次は 2011 年 4 月から 2012 年 4 月まで、3 年次は 2012 年 5 月から 2013 年

6 月まで、4 年次は 2013 年 8 月から 2015 年 3 月までを指す。 
4 4 年次は見込みの支出額 
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表－５ NIS によるローカルコスト負担 

 総費用（米ドル） NIS 負担額（米ドル） NIS 負担割合 

2011 年経済センサス 3,537,577 706,327 20％

2013 年中間年人口調査 1,156,667 147,615 13％

2014 年中間年経済調査 316,328 73,087 23％

計 5,010,572 927,029 19％

 

（3）土地・建物・設備 

カンボジア側は、プロジェクトに対し、これまでプロジェクトの執務スペースを提供し

てきたほか、執務に必要な光熱水道費の負担を行ってきた。 

 

３－２ 成果（アウトプット）の実績 

３－２－１ 成果 1 の達成状況 

成果 1 は「【計画・調査実施】NIS 及び州計画局が経済センサスをはじめ政府統計調査に関す

る政府統計の計画、調査実施を行えるようになる」である。 

 

指 標 達成状況 

1-1.作成したヴィレッジ地図

及び調査区地図の数 

＜2011 年経済センサス＞ 

・Village 地図：1 万 4,104 枚 

・調査区地図：1,550 枚 

＜2013 年中間年人口調査＞ 

・Village 地図：955 枚 

・調査区地図：955 枚 

＜2014 年中間年経済調査＞ 

・Village 地図：553 枚 

・調査区地図：553 枚 

1-2.作成したヴィレッジ地図

及び調査区地図を利用し

た統計調査数 

【2010 年度】 

2011 経済センサス＝1 件 

【2011 年度】 

2011 経済センサス事後調査＝1 件 

2013 中間年人口調査プリテスト＝1 件 

【2012 年度】 

2013 中間年人口調査＝1 件 

【2013 年度】 

2014 中間年経済調査プリテスト＝1 件 

2014 中間年経済調査＝1 件 

 

成果 1 は達成された。 

2011 年経済センサス、2013 年中間年人口センサス、2014 年中間年経済調査など、主要な統

計調査が計画どおり実施された。上表に記載された Village 地図や調査区地図等の成果品リスト

に示されたように、NIS 及び州計画局は、これらの調査を成功裡に実施することができた。2011

年経済センサスがカンボジアで実施された初めての事業所に関する全数調査であったことを
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かんがみると、これらの調査を円滑に行うことができたというのは、大きな成果だったといえ

る。 

専門家や C/P によると、成果 1 の成果要因のひとつして挙げられるのは、NIS と州計画局間

の技術的指導系統と行政的指揮命令系統が明確で、問題なく機能していることである。NIS と

州計画局は日常的に種々の業務を行っており、コミュニケーションも良好である。 

調査が実施された際には、州センサス委員会が各州に設置され、調査活動の指揮を行った。

NIS はこうした州レベルの関係機関と連携し、人的・技術的支援を提供した。また、中央・州

レベルのさまざまな連携体制及び技術及び手続きに関するマニュアルの整備等により、各種調

査は円滑に計画・実施された。 

 

３－２－２ 成果 2 の達成状況 

成果 2 は「【集計、審査】NIS が経済センサスをはじめ政府統計調査における集計・結果表作

成を行えるようになる」である。 

 

指 標 達成状況 

2-1.結果表数 ＜2011 経済センサス＞ 

・速報結果＝7 表、統計地図 6 図 

・National Report＝134 表、統計地図 10 図 

・National Profile＝641 表 

・Provincial Profile＝1 地域当たり 580 表（各州及び各 District）

・州別分析レポート＝全国分 57 表と各州分 55 表（District

別） 

・分析レポート（全 11 種類）＝526 表 

・Census Atlas＝153 図 

＜2013 中間年人口調査＞ 

・Statistical Atlas＝66 図 

・National Profile＝85 表 

・分析レポート（JICA 支援分 4 種類）＝92 表、統計地図 16

図 

＜2014 中間年経済調査＞ 

・速報結果＝7 表 

2-2.個別データの作成件数 ＜2011 経済センサス＞ 

・事業所数＝50 万 5,134 件 

事後調査 

・事業所数＝5,000 件 

＜2013 中間年人口調査＞ 

・建物数＝9 万 5,300 件 

・世帯数＝2 万 8,650 件 

・世帯員数＝12 万 8,619 件 

・死亡者数＝543 件 

＜2014 中間年経済調査＞ 

・事業所数＝約 1 万 2,200 件 
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成果 2 は達成された。 

NIS 職員は、集計・審査する技術を身に付けた。人口調査については、NIS 職員は CSPro という集計

プログラムを操作し、データエントリー、符号付け、データクリーニング、表作成といった作業を専門

家の助けをほとんど必要せずに行うことができる。一方、経済センサス/調査については、独立行政法人

統計センターが開発したシンプル・カリキュレーション・システム（Simple Calculation System：SCS）と

呼ばれるソフトウェアが、汎用の集計ソフトウェアとして導入された。NIS 職員は SCS の活用のための

訓練を受け、表作成ができるまで能力を向上させた。こうした集計プログラムは適切に保存されている。 

ただ、経済センサス/調査のデータクリーニングには計画よりも半年ほど長く時間を要すると

いう問題が生じている。これは、企業・事業所が多種多様な特徴をもっていること、コンピュ

ータによるエラーの補定（imputation）が不可能なこと、C/P 職員が経済データの扱いに不慣れ

なことなどが主な要因となっている。こうした課題を抱えながらも、NIS 職員は、経済調査の

データ処理の技術・知識を十分学ぶことができている。 

以上のことから、NIS 職員は、データ集計・審査の能力を向上させたと判断してよい。 

 

３－２－３ 成果 3 の達成状況 

成果 3 は、「【分析】NIS が経済センサスをはじめ政府統計調査における結果分析を行えるよ

うになる」である。 

 

指 標 達成状況 

3-1.NIS 及び州計画局により作成、

公表された分析レポートの数 

＜2011 経済センサス＞ 

・分析レポート＝11 種類 

・州別分析レポート＝24 州 

＜2013 中間年人口調査＞ 

・分析レポート（JICA 支援分）＝4 種類 

 

成果 3 は一定程度達成されたものの、さらなる支援が必要である。 

NIS は専門家の支援により、2011 年経済センサス及び 2013 年中間年人口調査の種々の分析

レポートを作成した。NIS は 1998 年の内戦終結後初の人口センサス以来、今回が 4 回目5の人

口センサス/調査だったことから、2013 年中間年人口調査については、データ分析・レポート

作成を大きな困難なく実施することができた。このことから、人口調査についてはこれまでに

蓄積された経験や知識等により、十分な分析能力を獲得することができたと判断してよい。 

一方、経済センサスの実施は NIS にとって初めての経験であった。2011 年経済センサスにつ

いては、専門家が用意した雛形に従い、1 州につき 3、4 名の NIS 職員が分析レポート執筆を担

当した。草案は専門家が確認・最終化し、カンボジアの 24 州（当時）すべてをカバーする州

別分析レポートが刊行された。11 の重要分野についての分析レポート6についても、同様の手

                                                        
5 内戦前の 1962 年、カンボジアで初の人口センサス（当時の人口は現在の 4 割弱の 570 万人）が実施された。内戦終結後は、

1998 年に人口センサス、2004 年に中間年人口調査、2008 年に人口センサスが実施され、今回、2013 年にプロジェクト支援

による中間年人口調査が実施された。 
6 11 種のレポートのタイトルは次のとおり。（1）産業別分析、（2）産業別比較分析、（3）規模別比較分析、（4）大中小及び零

細産業、（5）製造業、（6）食料品製造業、（7）繊維製品製造業、（8）卸売・小売業、（9）ビジネスにおける女性、（10）ス

トリート・ビジネス、（11）国民経済計算への適用。 
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続きにより作成され、数名の NIS 職員は、300 名程度が参加したセミナーで分析結果を発表し

た。以上のような活動を経て、NIS 職員の分析能力は向上したが、経済調査に必要な分析能力

は職員によってばらつきが激しく、職員の多くは、専門家の支援がまだ必要な段階にある。 

NIS 職員の経済データ分析に必要なスキルや知識は、2014 年中間年経済調査の分析レポート

を書いていく過程でさらに向上させることができると考えられるが、その作業は今後行われる

予定で、評価実施時点ではまだ開始していなかった。 

 

３－２－４ 成果 4 の達成状況 

成果 4 は、「【結果提供】NIS が、経済センサスをはじめとする政府統計調査結果の提供及び

政府統計に関する理解促進を行えるようになる」である。 

 

指 標 達成状況 

4-1.刊行物、CD、ウェ

ブサイト、統計地

図及びセンサスア

トラスの数 

＜2011 経済センサス＞ 

・Preliminary Results of Pilot Survey of 2011 Economic Census of 

Cambodia 

・Preliminary Results of the 2011 Economic Census of Cambodia 

・Preliminary Results of the 2011 Economic Census of Cambodia

（No.2） 

・速報結果に基づく掲示用統計地図（11 枚） 

・National Report on Final Census Results 

・District and Commune Report on Final Census Results 

・確報結果に基づく掲示用統計地図（21 枚） 

・National Profile（3 分冊） 

・Provincial Profile（各州 2 分冊） 

・Provincial Report（各州 1 冊） 

・Village Profile（2 分冊） 

・Analytical Report（11 種類） 

・Census Atlas 

・事後調査（Post Enumeration Survey：PES）レポート 

・Census Organization and Administration Report 

＜2013 中間年人口調査＞ 

・Provisional Report 

・速報結果に基づく掲示用統計地図（7 枚） 

・Final Report 

・確報結果に基づく掲示用統計地図（12 枚） 

・National Profile（2 分冊） 

・Analytical Report（11 種類、うち JICA 支援分 4 種類） 

・Statistical Atlas 
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4-2.研修受講者数 【2010 年度】 

・延べ約 560 名〔EC2011 研修、コンピュータ・プログラミング

研修/データクリーニング研修、地理情報システム（Geographic 

Information System：GIS）研修〕 

【2011 年度】 

・延べ約 600 名（PES 研修、内容検査・符号付け研修、データ

入力研修、GIS 研修、SAS 研修） 

・2011 経済センサス第 1 回 Provincial Report 作成研修、受講者

数：72 名（2012 年 4 月） 

【2012 年度】 

・2011 経済センサス第 2 回 Provincial Report 作成研修、受講者

数：72 名（2012 年 8 月） 

・延べ約 79 名（CIPS2013 調査区設定研修） 

・延べ約 2 名（CIES2014 標本設計研修） 

・延べ約 354 名（SAS 研修） 

【2013 年度】 

・延べ約 925 名（CIES2014 研修） 

・延べ約 55 名（SAS 研修） 

【2014 年度】 

・延べ約 200 名（CIES2014 分析） 

・延べ約 44 名（SAS 研修） 

4-3.研修受講者の結果

提供の準備・実施

方法及びツールに

ついての理解 

・2011 経済センサスの各種報告書の作成、結果解説セミナーで

の発表資料の作成等を通じ、結果提供の準備・実施方法につ

いての理解が進んだ。 

・2013 中間年人口調査の各種報告書の作成、結果解説セミナー

での発表資料の作成等を通じ、結果提供の準備・実施方法に

ついての理解が進んだ。 

4-4.開催されたワーク

ショップ、セミナ

ーの数 

【2010 年度】 

・2011 年経済センサス Pilot Survey 結果報告セミナー［2010 年

10 月 27 日（水）、受講者数：約 170 名］ 

【2011 年度】 

・2011 経済センサス速報結果公表セミナー（2011 年 8 月 8 日、

受講者数：約 270 名） 

・2011 経済センサス事後報告会（2011 年 8 月 8～9 日、受講者

数：約 110 名） 

・2011 経済センサス確報結果公表式典（2012 年 3 月 13 日、受

講者数：約 650 名） 

・2011 経済センサス確報結果公表セミナー（2012 年 3 月 13～

14 日、受講者数：約 250 名） 

【2012 年度】 

・2011 経済センサス分析結果解説セミナー（2013 年 3 月 15 日、

受講者数：約 250 名） 

【2013 年度】 

・2011 経済センサス Kandal 州結果解説セミナー（2013 年 5 月

27 日、受講者数：約 80 名） 
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・2013 中間年人口調査速報結果公表セミナー（2013 年 8 月 15

日、受講者数：約 180 名） 

・2013 中間年人口調査確報結果公表セミナー（2013 年 11 月 25

日、受講者数：約 300 名） 

【2014 年度】 

・2013 中間年人口調査分析結果解説セミナー（2014 年 6 月 6

日、受講者数：約 180 名） 

 

成果 4 はおおむね達成されたが、ウェブサイトへの情報掲載について改善すべき事項がある。 

NIS は統計調査結果を提供するための式典やセミナーの開催手続きを中央・州の両レベル7で

確立した。こうした式典は関係政府機関等から 300 名規模の参加者を集めた。 

NIS は、さらに、2011 年経済センサス、2013 年中間年人口調査に関する各種多様なレポート

を刊行した（刊行物のリストについては付属資料２．協議議事録 ANNEX 8 参照）8。NIS のウ

ェブサイトや CD の形でも統計結果の提供を行っている。こうした情報提供の手続きについて

は、専門家の支援なしに行うことができている。 

NIS のウェブサイトは、メインのサイトである「www.nis.gov.kh」と、国連の支援で開設され

ているメタデータを掲載するレポジトリ（データ貯蔵庫）サイト「http://nada.nis.gov.kh」の 2

つがあるが、これら 2 つのサイトに掲載されているのは、調査時点では 2011 年経済センサス

に係るレポート「Economic Census 2011: National Report on Final Census Results」1 冊のみであっ

た9。NIS の方針として、一般利用者の利用を促進するために、ウェブサイトにできるだけ多く

の情報を掲載するとしていることから、今後、より積極的な掲載が望まれる。 

 

３－２－５ 成果 5 の達成状況 

成果 5 は、「【小地域統計】NIS が経済センサス10に関する小地域統計を実施できるようにな

る」である。 

    

指 標 達成状況 

5-1.経済センサスに関する、

District 、 Commune 、

Village 及び調査区別の

小地域統計表数（作成さ

れた数、公表された数） 

・District・Commune ごと 1 表（最終センサスレポート）

・District ごと 580 表（州プロファイル） 

・1 州につき District ごと 57 表（州レポート） 

・District ごと 62 表、Commune ごと 62 表（センサスア

トラス） 

5-2.研修の受講者数 【2011 年度】 

・小地域統計第 1 ステージ RO/ARO 研修、受講者数：18

名（2011 年 5～6 月） 

・小地域統計第 1 ステージ RO/ARO refresher 研修、受講

                                                        
7 州におけるセミナーはカンダル州のみで実施された。 
8 こうした刊行物は、州計画局のほか、関連政府組織に配布された。また、NIS 内に設置されているデータ利用者サービスセ

ンターに保管され、閲覧・貸出・販売が行われている。 
9 プロジェクトで作成されたレポートやデータ等の情報は、日本の総務省統計局のウェブサイトで数多くが公開されている。

これについては「４－１－４ インパクト」で説明する。 
10 小地域統計実施に際しては、2011 年経済センサスだけでなく、2009 年に実施された全国事業所リスティングで得られたデ

ータも利用している。 
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者数：18 名（2012 年 8 月） 

・小地域統計第 2 ステージシニア・コマンティング・オ

フィサー（Small Commanding Officer：SCO）研修、受

講者数：7 名（2011 年 11 月） 

・小地域統計第 2 ステージ RO/ARO 研修、受講者数：12

名（2011 年 11～12 月） 

・第 1 回 GIS 研修、受講者数：3 名（2011 年 8 月 22 日～

23 日） 

・第 2 回 GIS 研修、受講者数：6 名（2011 年 11 月） 

・第 3 回 GIS 研修、受講者数：2 名（2012 年 3 月） 

【2012 年度】 

・小地域統計第 1 ステージ RO/ARO 研修、受講者数：27

名（2012 年 8～9 月） 

・小地域統計第 2 ステージ RO/ARO 研修、受講者数：18

名（2012 年 10 月） 

【2013 年度】 

・小地域統計第 1 ステージ RO/ARO 研修、受講者数：15

名（2013 年 8～9 月） 

・小地域統計第 2 ステージ RO/ARO 研修、受講者数：10

名（2013 年 10 月） 

【2014 年度】 

・小地域統計第 1 ステージ RO/ARO 研修、受講者数：12

名（2014 年 5～6 月） 

・小地域統計第 2 ステージ RO/ARO 研修、受講者数：8

名（2014 年 6～7 月） 

5-3.研修受講者の理解度 ・NIS 担当職員の小地域統計の作成、分析及びその記述等

についての理解が進んだ。 

・NIS 担当職員の GIS についての理解が進んだ。 

 

成果 5 は達成された。 

2011 年経済センサスのあと、小地域統計表作成のための活動が NIS にとって初めて実施され

た。NIS の RO、ARO は、研修受講及び専門家の指導を経て、小地域統計の表作成ができるよ

うになった。RO、ARO は小地域統計指導官として必要なコンピュータスキルを習得・維持し

ており、州計画局職員に対して指導ができるレベルに達した。 

 

３－２－６ 成果 6 の達成状況 

成果 6 は、「【州計画局に対する研修】州計画局が州レベル以下の行政単位における結果表の

作成・公表を行えるようになる（小地域統計サブプロジェクト）」である。 

    

指 標 達成状況 

6-1.州計画局向け

に実施した研

修数 

【2010 年度】 

・3 回：2011 年経済センサス説明会議、第 1 回地方職員研修、第 2

回地方職員研修 
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【2011 年度】 

・カンダル州における小地域統計オープニング式典 

・3 回：事後調査研修 

・小地域統計第 1 ステージ研修（2011 年 8～9 月） 

・小地域統計第 2 ステージ研修（2011 年 12 月） 

【2012 年度】 

・小地域統計第 1 ステージ研修（2012 年 9～10 月） 

・小地域統計第 2 ステージ研修（2012 年 10 月） 

【2013 年度】 

・小地域統計第 1 ステージ研修（2013 年 8 月） 

・小地域統計第 2 ステージ研修（2013 年 10 月） 

【2014 年度】 

・小地域統計第 1 ステージ研修（2014 年 5 月） 

・小地域統計第 2 ステージ研修（2014 年 7 月） 

6-2.研修を受講し

た州計画局の

職員数 

【2010 年度】 

・2011 年経済センサス説明会議：受講者数＝約 170 名 

・第 1 回地方職員研修：受講者数＝72 名 

・第 2 回地方職員研修：受講者数＝72 名 

【2011 年度】 

・事後調査研修：受講者数＝72 名（2011 年 6 月 27 日～28 日） 

・小地域統計第 1 ステージ研修：受講者数＝6 州 18 名（2011 年 8～

9 月） 

・小地域統計第 2 ステージ研修：受講者数＝6 州 18 名（2011 年 12

月） 

【2012 年度】 

・小地域統計第 1 ステージ研修：受講者数＝9 州 27 名（2012 年 9

～10 月） 

・小地域統計第 2 ステージ研修：受講者数＝9 州 27 名（2012 年 10

月） 

【2013 年度】 

・小地域統計第 1 ステージ研修：受講者数＝5 州 15 名（2013 年 8

月） 

・小地域統計第 2 ステージ研修：受講者数＝5 州 15 名（2013 年 10

月） 

【2014 年度】 

・小地域統計第 1 ステージ研修：受講者数＝4 州 12 名（2014 年 5

月） 

・小地域統計第 2 ステージ研修：受講者数＝4 州 12 名（2014 年 7

月） 

6-3.結果表作成、

結果公表に関

する研修受講

者の理解度 

各州計画局職員（2011 年度 6 州、2012 年度 9 州、2013 年度 5 州、

2014 年度 4 州）の小地域統計の作成、分析及びその記述等について

の理解が進んだ。 
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6-4.結果表数（作

成された数、

公 表 さ れ た

数） 

SAS Report の収録結果表数＝１州当たり 13 表、統計地図＝１州当

たり 12 図 

【2011 年度】 

・6 州合計の表数＝78 表 

【2012 年度】 

・9 州合計の表数＝117 表 

【2013 年度】 

・5 州合計の表数＝65 表 

【2014 年度】 

・4 州合計の表数＝52 表 

 

成果 6 は一定程度達成された。 

小地域統計サブプロジェクト11は、2 つのステージに分かれた研修を州計画局に提供すること

により実施された。第 1 ステージでは、州計画局に資機材を供与してコンピュータ室の改装を

行ったほか、基礎的な統計、表作成、地図作成及びインターネット利用方法等を指導した。第

2 ステージでは、グラフ作成、分析手法、データ審査、レポート作成を指導した。 

小地域統計サブプロジェクトは、カンボジアの全州12で、毎年 4 から 9 州を対象に表－６の

スケジュールで行われた。 

 

表－６ 小地域統計サブプロジェクト実施州 

年 度 州 数 州 名 

2011 年度 6 
Takeo, Kampong Cham, Kandal, Preah Sihanouk, Battambang, 

Siem Reap 

2012 年度 9 
Bantear Meanchey, Kampong Chhnang, Pursat, Kampong Thum, 

Kep, Koh Kong, Kratie, Mondulkiri, Pailin 

2013 年度 5 
Kampomg Speu, Svay Rieng, Phnom Penh, Otdor Meanchey, 

Preah Vihear 

2014 年度 4 Prey Veng, Ratana Kiri, Stung Treng, Kampot 

 

小地域統計サブプロジェクトにより、州計画局の施設・職員の能力が改善したことは明らか

である。例えば、2009 年時点では、州計画局が保有していたコンピュータは全国で 38 台しか

なく、1 州につき 1、2 台のコンピュータしかなかった計算になる。この数少ないコンピュータ

は統計以外のさまざまな用途で使われていた。 

プロジェクトはこうした状況を改善するために、1 州に 2 台ずつデスクトップコンピュータ

を供与し（計 48 台）、統計に必要なソフトウェアをインストールした。そのほか、コピー機、

                                                        
11 1 年目に、専門家はシニア・コマンディング・オフィサー（Senior Commanding Officer：SCO）に対して小地域統計の指導

を行った。その後、SCO は、RO・ARO を毎年指導し、次に RO・ARO が州計画局に赴き、各州 3 名の小地域統計担当者（Small 

Area Statistics Provincial Offier：SASPO）を指導した。具体的には、エクセル、ワード、アークマップ、インターネットの

接続、生データの扱い方・処理の仕方等を指導した。小地域統計の表作成、地図作成、州別プロファイル作成指導の際に

は、SCO が専門家とともに州計画局を訪れ、助言を行った。 
12 表に記載された州の合計は 24 州である。2013 年 12 月にコンポンチャム州が 2 州に分割されたため、現在の州数は 25 州で

ある。旧コンポンチャム州の 2 州については、現在、州計画局の執務室を整備している最中である。この 2 州の計画局に

配属されている職員のうち、1 名はコンポンチャム州職員だった際に、小地域統計サブプロジェクトの研修を受講している。 
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プリンター、スクリーン、ホワイトボード、机と椅子等も設置した。州計画局の統計担当職員

は、これまでコンピュータを使用した経験がほとんどなかったが、マイクロデータを処理し、

雛形を利用しながら小地域統計レポートを作成できるようにまで成長した。州において統計レ

ポートを作成することは、カンボジアにとって初の試みであり、まだ情報量は十分ではないも

のの、地方政府、非政府組織（Non-Governmental Organization：NGO）、研究者、企業等が必要

とする地域レベルの統計情報を提供することができるようになった。 

しかし、州計画局の統計担当者のコンピュータスキルやデータ処理能力は高まったとはいえ、

まだまだ十分なレベルではなく、NIS からの手厚い支援が必要な状況である。NIS は 2014 年 2

月に地方統計課（Sub-national Statistics Department）と呼ばれる新たな部署を設置し、約 30 名

の課員が地方統計の促進を行うこととなった。ただし、これは、NIS が地方統計強化の必要性

を自ら気づいて新部の設置を決定したわけではなく、地方分権化を進める首相命令により、す

べての省庁において地方出先州局の強化を担当する部局の新設が進められたものである。今後

は、プロジェクトの小地域統計指導の経験を活用して、地方統計課が州計画局の強化に一層取

り組んでいくことが期待される。 

 

３－２－７ 成果 7 の達成状況 

成果 7 は、「【ナレッジマネジメント】NIS 及び州計画局が政府統計に必要な技術・知識を維

持するための、仕組みが構築される」である。 

    

指 標 達成状況 

7-1.詳細手続きに関し整備

した各種資料数 

＜2011 経済センサス＞ 

・Supervisor's Manual 

・Enumerator's Manual 

・Duties of Census Officials Engaged in the Local Organization

・Supplementary Explanations and Questions & Answers 

・Manual Editing and Coding Manual 

・Editing Rules for Data Entry and Computer Editing 

・Enumerator’s Manual（Post Enumeration Survey） 

・Supervisor’s Manual（Post Enumeration Survey） 

・Duties of SCO and DPDP 

・Editing and Coding Manual 

・Manual on Data Entry System 

・Report on Local Activities in the 2011 Economic Census 

・Post Enumeration Survey, Tabulation plan, 2011 Economic 

Census of Cambodia 

・Consistency check for Business Hours（Q8） 

・List of Classification items and Statistical Tables 

・Statistical Table Format 

・Handbook of the Implementation on Data Analysis 

・Handbook of Financial ratios on Data Analysis 

＜2013 中間年人口調査＞ 

・Manual on Mapping Work 
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・Report on Local Activities in the CIPS2013 

＜2014 中間年経済調査＞ 

・Outline of the CIES2014 

・Sampling Design for the CIES2014 

・Duties of RO/ARO and DPDP 

・Supervisor’s Manual 

・Enumerator’s Manual 

・Supplementary Explanations and Questions & Answers 

・Implementation Plan of Pretest for the CIES2014 

・Implementation Plan of Mapping Work for the CIES2014 

・Manual on Mapping Work for CIES2014 

・List of Large-size Establishments 

・Report on Survey Activities by RO/ARO/DPDP/Supervisor/ 

Enumerator 

・Manual on Manual Editing and Coding 

・Manual on Data Entry 

・Computer Edit Rules 

＜SAS＞ 

・Basic Document for Producing Small Area Statistics in 

Provinces 

・SAS Subproject for Improvement of Statistical Technology in 

Provincial Developments of Planning 

・Basic Document for Producing Small Area Statistics in 

Provinces 

 

成果 7 はおおむね達成されたが、文書管理について改善すべき事項がある。 

本成果は、マニュアルの整備や管理を強化することにより、NIS と州計画局におけるナレッ

ジマネジメントを推進しようというものである。「Report on Organization and Administration」と

いったセンサス実施のための各種マニュアルがプロジェクトによって作成され、重要な手続き

や手順、改善提言等が文書化された。組織として蓄積したノウハウが文書化されたため、技術

や知見を職員間で共有することが以前よりも容易になった。特に、カンボジアにとって初の経

験となる 2011 年経済センサスについては、運営手続き・手順が積極的に記録・文書化された

（文書化された詳細リストについては、付属資料２．協議議事録 ANNEX 9 参照）。 

NIS 職員とのインタビューによると、プロジェクトが作成したマニュアル類は個人のコンピ

ュータ上に保存されており、共有フォルダーの使用等はほとんどされていないとのことだった。

電子メールによる関係者への文書の配布といった、職員間で文書を共有する手続きは広く行わ

れているものの、最新版文書の紛失や混乱はたびたび発生している。また、NIS 職員の文書管

理に関する当事者意識は十分でなく、プロジェクト専門家や他ドナーの専門家等にソフトコピ

ーの保存・管理を過度に依存する傾向がある。将来、センサス/調査実施時に発生する文書改訂

に備え、NIS は当事者意識をもって、個人ベースではなく、組織としてソフトコピーを適切に

管理していくべきである。 
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３－２－８ 成果 8 の達成状況 

成果 8 は、「【調整】NIS 及び州計画局の調整能力が向上する」である。 

 

指 標 達成状況 

8.1.関係機関との会議記録 以下のとおり、関係機関との会議の内容はすべて議事録

に残されている。 

＜JCC＞ 

・第 1 回合同調整委員会（Joint Coordinating Committee：

JCC）（2010 年 10 月 12 日） 

・第 2 回 JCC（2011 年 3 月 11 日） 

・第 3 回 JCC（2012 年 3 月 9 日） 

・第 4 回 JCC（2012 年 12 月 14 日） 

・第 5 回 JCC（2014 年 3 月 14 日） 

＜2011 経済センサス＞ 

・第 3 回国家運営委員会（National Steering Committee：

NSC）（2010 年 10 月 15 日） 

・ 第 4 回 セ ン サ ス 技 術 委 員 会 （ Census Technical 

Committee：CTC）（2010 年 10 月 22 日） 

・第 5 回 CTC（2010 年 12 月 13 日） 

・第 3 回国家センサス委員会（National Census Committee：

NCC）（2011 年 2 月 10 日） 

・第 6 回 CTC（2011 年 3 月 6 日） 

・第 7 回 CTC（2011 年 6 月 3 日） 

＜2013 中間年人口調査＞ 

・第 1 回 CIPS-TC（2011 年 5 月 19 日） 

・第 2 回 CIPS-TC（2011 年 8 月 15 日） 

・CIPS 会議（NIS、UNFPA and JICA）（2011 年 8 月 29 日）

・第 3 回 CIPS-TC（2011 年 12 月 8 日） 

・第 4 回 CIPS-TC（2012 年 2 月 9 日） 

・第 5 回 CIPS-TC（2012 年 9 月 19 日） 

・第 6 回 CIPS-TC（2012 年 12 月 5 日） 

・第 7 回 CIPS-TC（2013 年 2 月 8 日） 

＜2014 中間年経済調査＞ 

・第 1 回 CIES-TC（2012 年 8 月 21 日） 

・第 2 回 CIES-TC（2013 年 3 月 11 日） 

・第 3 回 CIES-TC（2013 年 8 月 21 日） 

・第 4 回 CIES-TC（2013 年 10 月 14 日） 

・第 5 回 CIES-TC（2013 年 12 月 13 日） 

8.2.関係機関との調整会議

数 

【2010 年度】 

・第 3 回 NSC 準備会議（2010 年 10 月 14 日） 

・第 4 回 CTC 準備会議（2010 年 10 月 21 日） 

・ 2011年経済センサス Pilot Survey結果報告セミナー準備

会議（2010 年 10 月 26 日） 

・調達関連説明会議（2010 年 12 月 3 日） 

・評価関連説明会議（2010 年 12 月 3 日） 
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・第 3 回 NCC 準備会議（2011 年 2 月 9 日） 

【2011 年度】 

・UNFPA 専門家との協議 

【2012 年度】 

・UNFPA 専門家との協議 
（注）NCC 及び CTC の各会合の前には準備会合が開かれている。また、PCC 会合の開催回数は州によって異なり、プロ

ジェクトで記録は取っていない。 

 

成果 8 は達成された。 

各種調査実施のためのさまざまな調整メカニズムが中央・州の両方のレベルで確立している。

中央レベルでは、統計調整委員会という常設委員会が、政府統計の全体の調整を行っている。

また、それぞれの調査ごとに国家運営委員会（National Steering Committee：NSC）、国家センサ

ス委員会（National Census Committee：NCC）、センサス技術委員会（Census Technical Committee：

CTC）が設置されている。こうした調整機能は、委員会開催時だけでなく、結果公表のための

セミナーの開催等の活動実施によってさらに強化されている。 

州レベルでは、州知事が委員長を務める州センサス委員会（Provincial Census Committee：PCC）

が設置され、センサス実施のための調整メカニズムとして機能している。州計画局がこの委員

会の事務局を務めているほか、各関係省庁の出先機関である州局が委員となっている。州知事

が委員長を務めていることや、州計画局が熱心にセンサス実施を指揮していることから、全国

的に州センサス委員会は十分機能している。 

 

３－３ プロジェクト目標の達成度 

「NIS 及び州計画局が、経済センサス、中間年人口調査、経済統計調査及びその他統計活動を

実施する能力が向上する」が本プロジェクトのプロジェクト目標である。 

    

指 標 達成状況 

1. 経済センサス、中間年人口調査、経済統計調

査その他統計調査の計画・データ収集、集計、

分析、結果提供、及び結果の利活用を行う能

力のある NIS の職員数 

下表＜指標 1 に関する能力評価結果

＞参照 

2. 経済センサス及び人口センサスの結果表作

成、結果提供、利用についての訓練を受け、

州計画局を対象に実施する研修で指導員とな

るに十分な能力を身に付けた RO、ARO の数 

＜2011 経済センサス＞ 

［調査担当］ 

・RO 数：24 

・ARO 数：84 

［Provincial Report 作成担当］ 

・RO 数：24 

・ARO 数：48 

＜2013 中間年人口調査＞ 

・RO 数：24 

・ARO 数：72 

＜2014 中間年経済調査＞ 

・RO 数：24 

・ARO 数：72 
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＜小地域統計＞ 

［第 1 ステージ担当］ 

・RO 数：24 

・ARO 数：48 

［第 2 ステージ担当］ 

・RO 数：24 

・ARO 数：24 

 

＜指標 1 に関する能力評価結果＞ 

2011 年経済センサス 

ベースライン調査結果 エンドライン調査結果 

2010 年 12 月調査実施 

カッコ内の数字は調査対象者人数 

（a）Management（4）3.70 

（b）Economic Census & Economic 

Statistics（4）3.53 

（c）Planning and Implementation（2）3.72

（d）Census Mapping（2）3.21 

（e）Sampling（2）3.00 

（f）Analysis and Releasing（2）3.24 

（g）Tabulation/Receipt and Manual Editing 

/ Coding（2）3.24 

（h）Tabulation / Data Entry / Computer 

Editing（5）3.26 

2014 年 9 月調査実施 

カッコ内の数字は調査対象者人数 

（a）Management（4）3.78 

（b）Economic Census & Economic 

Statistics（4）3.75 

（c）Planning and Implementation（2）3.85

（d）Census Mapping（2）3.27 

（e）Sampling（2）3.29 

（f）Analysis and Releasing（2）3.65 

（g）Tabulation / Receipt and Manual 

Editing / Coding（2）3.72 

（h）Tabulation / Data Entry / Computer 

Editing（5）3.63 

2013 年中間年人口調査 

ベースライン調査結果 エンドライン調査結果 

2012 年 12 月調査実施 

カッコ内の数字は調査対象者人数 

（a）NIS コアスタッフ（57）3.54 

（b）RO/ARO（96）3.00 

（c）州計画局（61）3.11 

2014 年 9 月調査実施 

カッコ内の数字は調査対象者人数 

（a）コアスタッフ（56）3.90 

（b）RO/ARO（96）3.17 

（c）州計画局（61）3.78 

2014 年中間年経済調査 

ベースライン調査結果 エンドライン調査結果 

2013 年 9 月調査実施 

カッコ内の数字は調査対象者人数 

（a）NIS コアスタッフ（26）3.55 

（b）RO/ARO（96）3.18 

（c）州計画局（72）3.06 

2014 年 9 月調査実施 

カッコ内の数字は調査対象者人数 

（a）NIS コアスタッフ（26）3.73 

（b）RO/ARO（96）3.23 

（c）州計画局（72）3.65 

小地域統計 

ベースライン調査結果 エンドライン調査結果 

カッコ内の数字は調査対象者人数 

2010 年 12 月調査実施（対象 6 州） 

（a）NIS コアスタッフ（6）3.27 

（b）RO/ARO（30）2.80 

2014 年 9 月調査実施 

カッコ内の数字は調査対象者人数 

（a）NIS コアスタッフ（11）3.82 

（b）RO/ARO（120）3.60 
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（c）州計画局（24）2.65 

2011 年 12 月調査実施（対象 9 州） 

（a）NIS コアスタッフ（7）3.38 

（b）RO/ARO（45）3.09 

（c）州計画局（36）2.47 

2012 年 12 月調査実施（対象 5 州） 

（a）NIS コアスタッフ（6）3.47 

（b）RO/ARO（25）3.45 

（c）州計画局（20）2.55 

2014 年 12 月調査実施（対象 4 州） 

（a）NIS コアスタッフ（6）3.69 

（b）RO/ARO（20）3.47 

（c）州計画局（16）1.88 

（c）州計画局（91）2.98 

 

＜レーティング解釈＞ 

5：センサスや統計調査の担当分野について、独自に業務を遂行できる。 

4：センサスや統計調査の担当分野について、マニュアルや資料を参照しながらであれ

ば独自に業務を遂行できる。 

3：センサスや統計調査の担当分野について、専門家のアドバイスがあれば、マニュア

ルや資料を参照しながら業務を遂行できる。 

2：センサスや統計調査の担当分野について、専門家のアドバイスのほか、若干の業務

支援があれば、マニュアルや資料を参照しながら業務を遂行できる。 

1：センサスや統計調査の担当分野について、専門家のサポートがなければ全く業務を

遂行できない。 

 

プロジェクト目標は、比較的高いレベルで達成できる見込みであるが、成果 3（NIS の分析能

力）、成果 6（州計画局の小地域統計実施能力）については、課題が残されている。 

プロジェクト目標の達成状況を判断するために設定されている 2 つの指標の達成状況をみると、

調査計画、データ処理、分析、結果提供等について訓練を受けた NIS 職員が数多くいることがみ

て取れる。 

「指標 1 に関する能力評価結果」の数字が示すように、NIS・州計画局職員は、プロジェクト

期間中に行われた各種調査の実施経験を経て、確実に能力を向上させている。しかし、これまで

にも触れたように、NIS 職員の経済調査に関する分析能力は十分とはいえない状況である。 

また、2 番目の指標である RO・ARO に関する指標をみると、州計画局を支援するに足る十分

な技術を身に付けたことが分かる。しかし、成果 6 で検証したように、州計画局は、小地域統計

を実施するにあたって、RO、ARO の手厚い支援を必要としている状況である。RO、ARO の知

識や指導能力は十分であるが、州計画局の技術レベルは十分とはいえない。 

2011 年経済センサス、2013 年中間年人口調査、2014 年中間年経済調査の実施を通じて、NIS

職員も、州計画局職員も、それぞれの調査計画・実施能力を向上させたことは疑いようがない。

中央・州ともにこうした調査に関しては問題なく実施できる実力をもっている。プロジェクト目

標をより高いレベルで達成するためには、成果 3（NIS の分析能力）と成果 6（州計画局の小地域

統計実施能力）の継続した強化が必要であり、前者についてはプロジェクトが、後者については
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新設された地方統計課が中心となって取り組んでいくべきである。 

 

３－４ 実施プロセスにおける特記事項 

プロジェクトの実施プロセスについて、以下の特記事項が挙げられる。 

 

（1）日本人専門家の適切な派遣 

長期間の張り付けではなく、シャトル型で専門家が派遣される形態だったことから、カン

ボジア側の統計活動のスケジュールに合わせて、必要時に短期集中で複数名の専門家の派遣

を行うなど、適切な投入を実施することができた。こうした派遣形態により、限られた国内

人材を効率的に専門家派遣することができた。 

 

（2）官民合同の専門家体制 

官民合同の専門家の体制を採ったことにより、広く専門家人材を集めることが可能となり、

専門家の派遣を容易かつ効果的なものにした。 

 

（3）農業センサスの 2013 年実施による影響 

国際連合食糧農業機関（Food and Agricultural Organization of the United Nations：FAO）等の

支援による農業センサスが 1 年前倒しになり、2013 年に急遽実施された。その間、C/P が多

忙になり、2011 年経済センサスのためのデータ分析、レポート作成への従事が不十分になっ

た。 
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第４章 評価結果 
 

４－１ 5 項目ごとの評価 

４－１－１ 妥当性 

要 約：妥当性は高い。プロジェクトはカンボジアの優先開発政策や日本の対カンボジア ODA

政策に合致しているほか、日本が得意とする政府統計の技術を支援しながら、NIS・州計画局

職員といったターゲットグループのニーズに適切に対応した活動を展開している。加えて、本

フェーズで最大の効果を引き出すことができるよう、フェーズ 1、2 との一貫性・連続性を確

保しながら、継続した日本の技術協力を行うというプロジェクトのアプローチは適切だといえ

る。 

 

（1）カンボジア開発計画との整合性 

カンボジア政府は、国家戦略開発計画（National Strategic Development Plan：NSDP）に

おいて、質の高い統計情報等による根拠に基づいた政策策定や意思決定を行うことが重要

であるとしている。統計マスタープラン（2008-2015 年）では、カンボジアの国家統計シ

ステムに関して、2011 年経済センサス、2013 年中間年人口調査、2014 年中間年経済調査

といった活動を含めた長期的かつ包括的な活動計画を定めている。また、これらの統計活

動は、2005 年に制定された統計法によって実施の正当性が担保されている。統計法はまた、

NIS に対し、政府統計及び統計システム全体の開発についてより広範囲の役割を課してい

る。 

また、カンボジア政府は現在、地方分権と権限の分散（Decentralization and Deconcentration）

を進めているが、NSDP においても、グッドガバナンスの推進を開発政策の中心に据え、

州政府等の地方行政機能の強化の重要性を明言している。 

プロジェクトは、政府統計能力向上を中央及び州政府において進めてきており、国家統

計システムに関するカンボジア政府の政策的優先方針と合致した取り組みだといえる。 

 

（2）日本の援助政策との整合性 

対カンボジア国別援助方針（2012 年）において、日本はカンボジアのガバナンス強化に

貢献することをめざしている。特に、制度改善や人材育成等の分野で、行政機能の強化を

重視している。 

対カンボジア王国事業展開計画（2012 年）では、本プロジェクトを「法整備・行政機能

プログラム」の一環として、グッドガバナンス強化のための支援と位置づけている。 

このような日本の ODA 政策的文脈から判断して、プロジェクトは、日本のカンボジア

に対する援助政策と強い整合性を保持しているといえる。 

 

（3）プロジェクト対象者のニーズへの合致 

プロジェクトの対象者は、NIS 職員（約 300 名）及び州計画局職員（約 150 名）である。

プロジェクトは、主要なセンサスや調査実施を支援することで対象者の能力向上を図って

いる。NIS 及び州計画局は、統計活動の計画・実施、データ集計、分析、結果提供、そし

て組織としての知見の蓄積や関連機関との調整といった分野での能力が十分ではないこ
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とが認識されており、こうした分野を強化するためのニーズが高かった。また、対象者の

能力向上は、カンボジアによる根拠に基づいた政策策定・意思決定の実現に寄与するため

に欠かせないものであることから、プロジェクトの活動領域は適切に設定されているとい

える。 

フェーズ 1、2 と比較すると、本フェーズは州計画局への能力強化実施という点から支

援対象を拡大させた。カンボジアの地方分権化の流れに合わせ、州計画局職員の能力強化

へのニーズがフェーズ 2 の後半に強く聞かれるようになったことから、こうしたアプロー

チは適切だったといえる。州計画局に対しては小地域統計を支援したが、昨今、特定地域

の統計情報へのニーズが中央・地方政府、NGO、ドナー、民間企業等の多くの組織間で高

まっていることから、小地域統計への支援も妥当だったといえる。 

以上のように、プロジェクトは国家統計システムの強化というニーズに対応した取り組

みを展開していると判断できる。 

 

（4）日本の技術の優位性 

プロジェクト専門家チームは、総務省統計局など、日本のセンサス実施や統計情報分析

等の業務経験が豊富な人員で構成されている。専門家は、日本の統計システム従事経験で

培ったスキルや知識を C/P に技術移転する目的で派遣された。具体的には、総務省統計局

が実施している経済センサスのノウハウが調査票設計やマニュアルに反映された。集計で

は、独立行政法人統計センターで開発したフリーソフト（SCS）を NIS に紹介・導入し、

研修を実施したうえで、実務での使用を実現させた。以上により、本プロジェクトは、日

本がもつ政府統計に関する技術・知識を十分生かした協力だといえる。 

 

（5）実施方法の適切性 

プロジェクトは、カンボジアにおける統計分野の技術協力プロジェクトのフェーズ 3 と

して、フェーズ 1、2 から継続して実施されている。フェーズ 1 では、主に NIS や関係省

庁の職員に対して統計研修を実施し、フェーズ 2 では、2008 年の人口センサス実施を通じ

て能力強化を図った。こうした NIS に対する技術協力の 3 番目のフェーズとして、本プロ

ジェクトは NIS 職員のみならず、州計画局職員に対しても、主に 2011 年の経済センサス

を中心とした能力強化を行っている。フェーズ 3 の技術協力はカンボジアが国家統計シス

テムを強化させるために必要かつ重要であり、特に①経済センサスの実施には人口センサ

スとは異なった技術的知識やスキルが必要とされていたこと、②州計画局の能力強化は、

カンボジアの地方分権の流れのなかで喫緊の課題とされていたこと、の 2 点から実施妥当

性が高いものであった。 

よって、プロジェクトは前フェーズの流れを汲み、一貫性・継続性を維持した適切なア

プローチを採用して行われたといえる。 

 

４－１－２ 有効性 

要 約：有効性は比較的高い。NIS の経済データの分析能力及び州計画局の小地域統計実施能

力はさらに強化していく必要があるが、概して各種調査の実施能力は向上し、関連機関との調

整能力も問題ないレベルに達している。プロジェクト目標は協力期間終了時までに比較的高い
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レベルで達成される見込みである。 

    

（1）プロジェクト目標の達成見込み 

プロジェクト目標は、「NIS 及び州計画局が、経済センサス、中間年人口調査、経済統計

調査及びその他統計活動を実施する能力が向上する」である。これまでの活動の進捗と成

果の出状況をかんがみると、プロジェクトは協力期間終了までに、比較的高程度プロジェ

クト目標を達成できると判断できる。 

プロジェクトは、主要な統計活動を通じて、カンボジアの政府統計を支援することによ

り、NIS 及び州計画局の能力強化に貢献しているといえる。特に、カンボジアにとって初

の試みである 2011 年経済センサスを成功裡に完遂させたことは特筆に値する。プロジェ

クトは中央政府職員のみならず、全国の州計画局に対しても、小地域統計研修を実施する

ことにより、表・地図作成等の能力を向上させた。小地域統計サブプロジェクトでは、各

州が小地域統計レポートを作成したが、この刊行物は今後、地方政府や非政府組織の根拠

に基づく意思決定を促進していくことと期待される。さらに、統計実施のための調整メカ

ニズムも、中央・州両方のレベルで強化された。 

残された課題は、NIS の経済データに関する分析能力が十分でなく、専門家らのさらな

る技術支援が必要なことである。また、州計画局が、小地域統計を自立して行うためのス

キルや知識はまだ足りない。後者については、NIS や計画省が、新設された地方統計課を

有効に活用していくことで、中・長期的に解決していく課題だと思われる。 

 

（2）プロジェクトマネジメントシステム 

専門家と C/P との間では、会議、電子メール、非公式の打合せなど、さまざまな場面に

おいて、緊密なコミュニケーションが取られ、プロジェクトの円滑な進行を可能にした。

また、2011 年経済センサスをはじめとした各種センサス・調査、さらには研修実施にあた

っては、NIS と州計画局との間の指揮命令系統は、明確かつ実効性が高く、プロジェクト

活動は大過なく進行していった。センサス/調査実施においては短期間に多大な業務量が発

生するが、プロジェクト関係者の役割や責任について混乱が生じることもなかった。 

中間レビュー調査では、NIS のプロジェクトに対するオーナーシップが不足していると

の指摘がなされたが、その後の 2014 年中間年経済調査実施に際して、NIS が積極的に活動

実施の指揮を取り、オーナーシップの向上が確認できた。 

以上のことから、NIS の組織的コミットメントと専門家チームの協力により、プロジェ

クトは円滑に進行してきたといえる。 

 

４－１－３ 効率性 

要 約：効率性は比較的高い。投入は日本・カンボジア両国から計画どおり行われ、特に人的

資源の配置が適切に行われた。各種調査が成功裡に行われ、投入に見合ったアウトプットも産

出されている。他方、2013 年に農業センサスが急遽実施され C/P の業務量が増大したこと、2011

年経済センサス及び 2014 年中間年経済調査の経済データクリーニングに時間を要したこと等

の要因がプロジェクトの効率性を低下させた。 
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（1）日本側からの投入 

C/P へのインタビューによると、プロジェクト専門家の専門分野は、NIS と州計画局職

員の能力向上ニーズに合致したもので、期待された成果の創出に貢献しているとのこと

だった。専門家は、官民合同の専門家チームから成っており、政府統計の分野で、十分

な専門知識やスキルをもっていると先方から認知されている。 

本邦研修や第三国での技術交換活動は、データ収集・集計の最新手法・スキルを学ぶ

機会を提供（本邦研修）したり、近隣諸国において統計担当政府職員と知識や経験を共

有する機会を提供（技術交換）したりしており、プロジェクト活動の円滑な遂行に寄与

している。 

JICA から NIS と州計画局に対する財政的・物的支援は、カンボジアのセンサス/調査実

施、及び各州における小地域統計実施のために必要不可欠なものであった。 

 

（2）カンボジア側からの投入 

C/P 配置は延べ 120 名にのぼり、プロジェクト活動を効果的なものにした。これらの

C/P のほかにも、RO・ARO が各州にそれぞれ配置されたため、プロジェクトが全国的な

インパクトを与えるのに寄与した。RO・ARO の配置人数は当初予定していたよりも大幅

に増員された。これは、小地域統計実施にあたって、州計画局が予想以上に NIS からの

技術的支援を必要とすることが活動開始後に明らかになったからである。全く初めての

試みだったにもかかわらず、すべての州計画局から地域統計レポートが無事作成・提出

されたことをかんがみると、人員の増加に比例した成果を産出することができたと判断

するのが妥当である。 

一方、カンボジア側からプロジェクトに対する財政的貢献度は、NIS の 3 種のセンサス

/調査費用負担割合が全体の 13％から 23％であったことを考えると決して高いとはいえ

ない（表－5）。残りの費用はプロジェクトや日本の見返り資金、そして国連人口基金

（United Nations Population Fund：UNFPA）等の他ドナーからの拠出によって賄われた。 

 

（3）効率性の促進・阻害要因 

各特定分野を担当する専門家が短期ベースで派遣されたため、C/P のさまざまなニーズ

に対応した技術移転が可能になった。これには政府統計の専門知識をもった人材に関す

る特殊な背景が存在する。政府統計実施スキル・知識は、計画・調査実施・集計・審査・

地図作成・分析等の調査の各段階の技術分野に専門化・細分化されている。一人の専門

家が、政府統計実施に必要なすべての専門知識をもっていることは極めて稀である。少

数の専門家を長期にわたって派遣すると、C/P のニーズに応えられない状況が決して低く

ない頻度で発生する。こうした特殊な状況を考慮すると、短期専門家をそれぞれの技術

分野のニーズに合わせて派遣する方が効率的だといえる。 

2013 年中間年人口調査を実施した際には、JICA は UNFPA と財政・技術協力を共同で

行った。具体的には、UNFPA が調査実施費用の 63％を負担し、JICA が 24％を負担した。

技術支援に関しては、UNFPA が 9 冊の分析レポート監修を担当し13、JICA は 4 冊を担当

                                                        
13 ただし、そのうち 4 冊は調査時点で未完だった。 
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した。このことは、本調査の効率的な実施を実現させた。 

他方、これまで触れたように、農業センサスが 2013 年に実施されたことは、その時期

の C/P の業務量の増大を招き、2011 年経済センサスの分析に費やす時間を十分に割くこ

とができない状況を発生させた。経済データの分析に関する専門家から C/P への技術移

転は、この間一定程度妥協せざるを得なくなった。 

2011 年経済センサスと 2014 年中間年経済調査では、人口調査と異なり、企業・事業所

が多種多様な特徴をもっていること、NIS から調査員に至るまで、調査実施者が経済デー

タを扱った経験がほとんどなかったこと、そしてコンピュータによるエラー補定

（imputation）ができなかったことなどにより、データクリーニングに予想以上の時間を

要した。この結果、効率性の低下を招いた。 

 

４－１－４ インパクト 

要 約：インパクトは比較的高い。NIS・州計画局が政府統計を実施するために必要なスキル

と知識を身に付けていることから、上位目標の達成の可能性は高い。ただ、課題として、統

計マスタープランで計画されている今後の統計調査に必要な財政資源を獲得できるどうかと

いう不安材料がある。NIS の経済データ分析能力と州計画局の小地域統計実施能力を今後さら

に向上させていけるかどうかも、上位目標達成度を左右する。なお、これまで提供された統

計結果は、カンボジア国内外で、政策決定や研究等に広く参照・活用されており、正のイン

パクトが確認できる。 

 

（1）上位目標の達成見込み 

プロジェクトの上位目標は、「NIS 及び州計画局により有用な統計情報が提供され、中央

省庁及び州政府の政策、計画、戦略等の立案・実施・モニタリングに活用される」である。

上位目標の達成度を測定するための指標は、「（1）NIS 及び州計画局が提供する統計情報が

政策、計画、及び戦略等に利活用された数」「（5）NIS 及び州計画局が実施した統計調査の

数」「（3）NIS 及び州計画局が提供した統計結果の数」の 3 つが設定されている。 

NIS・州計画局ともに政府統計を実施する能力を高めたことをかんがみると、プロジェ

クト終了後も統計情報を関係省庁や州政府等に提供し続けていくことができると見込ま

れる。残された課題としては、1 番目に NIS の経済データ分析能力、2 番目に州計画局の

小地域統計実施能力、そして 3 番目に今後予定されている統計活動を実施するための資金

の確保が挙げられる。上位目標の達成度は、こうした課題を今後数年でどの程度解決して

いけるかに左右されるだろう。 

プロジェクトがこれまで支援した 2011 年経済センサス及び 2013 年中間年人口調査のデ

ータについては、近年、関係省庁、州政府といった政府関係機関が、政策モニタリング等

の活動で活用している。具体的には、NSDP、ミレニアム開発目標（Millennium Development 

Goals：MDGs）モニタリング、四辺形戦略（Rectangular Strategy for Growth、Employment、

Equity and Efficiency）、地方分権・権限移譲のための改革、ASEAN フレームワーク等にお

いて活用が確認されている。NIS が、プロジェクト終了後も、これまでのように調査の実

施・結果提供を継続していくのであれば、統計情報は現在と同様にさまざまな機関に活用

されるであろう。したがって、上位目標の達成可能性は比較的高い。  
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（2）期待されたインパクト 

プロジェクトが集計し、セミナーや刊行物、ウェブサイトといった媒体で提供されたセ

ンサスデータは、これまで世界銀行、国連開発計画（United Nations Development 

Programme：UNDP）等の国際機関や国内機関による各種研究に引用されている。2011 年

経済センサスのデータを引用している代表的な文献を以下に示した（2014 年 7 月 18 日時

点）。 

 

1. CAMBODIA INVESTMENT GUIDEBOOK, January 2012（Council for the Development of 

Cambodia :CDC）（Chapter 7） 

2. WORLD BANK EAST ASIA AND PACIFIC ECONOMIC UPDATE 2012, VOL. 1: 

Capturing New Source of Growth（The World Bank）（p.44） 

3. CAMBODIA DEVELOPMENT REVIEW VOLUME 16, ISSUE 1, JANUARY-MARCH 

2012（Cambodia Development Resource Institute: CDRI）（p. 14） 

4. Cambodia: MDGs ACCELERATION FRAMEWORK REPORT. May 2013: Promoting 

Women’s Economic Empowerment（UNDP Cambodia）（p. 13） 

5. Delivering Financial Services through Mobile Phone Technology: a Pilot Study on Impact of 

Mobile Money Service on Micro-entrepreneurs in Rural Cambodia（University Australia）

（p.4） 

6. Business Overview, CAMBODIA BUSINESS OPPORTUNITY（Cambodia Investor Club）

7. CAMBODIA: WOMEN IN BUSINESS, May 12, 2013（Southeast Asia Globe） 

8. Women's work on Asia, Cambodia, March 8, 2013:Cambodian Women and the Economy

（Future Challenges） 

9. Open Development Cambodia census - ncdd – wells, Jun 28, 2012（Open Development 

Cambodia）（p.5, p.6） 

10. Newsletter, March 2012（Kas Cambodia Office）（p.6） 

11. Evidence from Cambodia, March 2014（Econstor）（p.5） 

 

本プロジェクトの協力機関のひとつである日本の総務省統計局は、プロジェクトの最新

情報や各種統計調査結果を定期的に同局ウェブサイトに掲載している。日本語ページ14の

閲覧件数は 2013 年度の累計が 26 万 318 であった15。NIS のウェブサイト16に掲載されてい

る 2011 年経済センサスの統計結果レポート17の閲覧件数は 2014 年から 9 月上旬までの約 9

カ月間でおよそ 4,000 だった18。こうした多数の閲覧件数は、プロジェクトに関するデータ

や情報が、カンボジア国内外で頻繁に参照・利用されていることを示している。 

また、このことに関連して、終了時調査中に得られた追加的情報がある。それは、近年、

NIS、プロジェクト事務所、JICA カンボジア事務所、カンボジアの他省庁等が、国内外の

企業や投資家、研究機関等から経済センサス/調査の統計結果を提供してほしいという問い

                                                        
14 http://www.stat.go.jp/info/meetings/cambodia/phase3.htm 
15 英語のページも開設されているが、調査時には閲覧件数に関するデータを入手することはできなかった。 
16 www.nis.go.kh 
17 レポート名は、NIS（2012）“Economic Census of Cambodia: National Report on Final Census Results” であり、ウェブアドレス

は、http://www.nis.gov.kh/nis/EC2011/EC2011_Final_Results.pdf である。 
18 同レポートは、NIS が管理するもうひとつのサイト（http://nada.nis.gov.kh/）にも掲載されているが、こちらのサイトでの閲

覧件数に関するデータを入手することはできなかった。 
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合わせを受けているということである。明らかに、経済に関する統計結果の需要は、カン

ボジア経済の成長に合わせて確実に増しており、この点から、プロジェクトが経済センサ

ス/調査を支援してこのような統計情報を提供できるようになったという事実は、大きな成

果であり、特筆に値するといえる。 

 

（3）予期しなかった正負のインパクト 

センサス/調査計画・実施に係る多くの業務手続・手順は記録され、マニュアルや手引き

の形で文書化された。そうした文書をプロジェクト関係者が参照しているのは当然である

が、プロジェクト外の関係者、例えば 2013 年農業センサスの関係者等も参照し、必要に

応じて活用していることが確認された。 

また、州計画局では、小地域統計研修を受講してインターネット、文書作成・表作成ソ

フトウェアの使い方を学んだ州計画局職員が、統計以外の日常業務にもコンピュータスキ

ルを活用しており、彼らの業務の効率性向上に寄与している。また、このようにスキルを

向上させた職員は、他の州計画局職員に対してコンピュータ操作を指導することもあると

のことだった。 

以上が予期しなかった正のインパクトであるが、予期しなかった負のインパクトについ

ては特に確認されなかった。 

 

（4）上位目標達成のための外部要因 

上位目標達成のための外部要因として PDM で挙げられているのは、「政策立案者が統計

情報の重要性について認識する」と「必要な予算が確保される」の 2 点である。前者につ

いていえば、「（1）上位目標の達成見込み」や「（2）期待されたインパクト」でも説明し

たように、これまで提供された統計情報は既に政策策定に利活用されている。後者の予算

に関する問題は、これまでカンボジア政府が負担した各種主要センサス/調査の負担割合は

2 割程度と低迷しており、不確実要素である。このことについては、次節の「持続性」の

中の「（3）財政面での持続性」で詳しく取り上げることとする。 

 

４－１－５ 持続性 

要 約：持続性は中～比較的高程度である。政策的・組織的持続性は高いが、統計マスタープ

ランで計画されている統計活動が適切に実施されるように財政的持続性を高めていく必要が

ある。NIS の経済データ分析能力及び州計画局の小地域統計実施スキルが今後強化されれば、

技術的持続性はさらに高まるであろう。 

 

（1）政策・組織体制面の持続性 

カンボジア政府は、統計マスタープランや統計法を既に整備しており、政策面での持続

性は確保されている。また、こうした統計活動に対する政策的なコミットメントは、NIS

の組織体制にも反映されているといえる。NIS の職員数は年々増加しており、州計画局を

支援する専門部署である地方統計課も 2014 年 2 月に新たに設置された。組織体制面での

持続性も確保されているといえるだろう。 

中間レビュー調査では、プロジェクト運営にあたり、NIS が主体性に欠ける局面が多々
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あった旨指摘された。しかし、プロジェクト後半に実施された 2014 年中間年経済調査に

際しては、計画・実施のイニシアティブを NIS 自らが取り、十分なオーナーシップが発揮

された。 

以上により、政策・組織体制面の持続性は高いと判断する。 

 

（2）技術面での持続性 

NIS 及び州計画局の技術力は確実に向上し、また、業務マニュアルやデータ収集や処理

に必要な各種ツールも開発され、適切に使用されている。しかし、最新版文書のソフトコ

ピーに関しては、組織としてではなく、個人ベースで共有・管理されているのが現状であ

り、その点は技術的持続性に関するマイナス要素である。 

総合的にみて、NIS も、州計画局も、今後自立して統計活動を継続していくことができ

るだろう。今後の主な課題としては、これまでも述べてきたように、NIS の経済データ分

析能力と州計画局の小地域統計実施能力の今後一層の強化である。 

 

（3）財政面での持続性 

持続性のなかでも、財政的持続性は比較的大きな懸念事項である。以下の表－7、表－8

で示したように、NIS は人口、経済センサス/調査ともに、年々実施費用負担割合を増やす

よう努力を続けている。 

 

表－７ 人口センサス/調査実施費用の NIS 負担額・割合 

 NIS 負担額 総費用 NIS の負担割合 

2008 年人口センサス 683,383 6,624,876 10％ 

2013 年中間年人口調査 147,615 1,156,667 13％ 
（額の単位：米ドル） 

 

表－８ 経済センサス/調査実施費用の NIS 負担額・割合 

 NIS 負担額 総費用 NIS の負担割合 

2011 年経済センサス 706,327 3,537,577 20％ 

2014 年中間年経済調査 73,087 316,328 23％ 
（額の単位：米ドル） 

 

しかし、センサスや調査は JICA や UNFPA、スウェーデン国際開発協力庁（Swedish 

International Development Agency：Sida）といったドナーからの資金提供に強く依存してい

る状況は変わらない。C/P へのインタビューによると、次回、2018 年に実施される予定の

人口センサスに関しては、必要な資金が 1,100 万米ドルと見込まれているが、そのうち、

政府予算で賄われるのは 400 万米ドルになる予定だという。実際にこの額の確保が実現す

れば、政府負担額は全体の 35％となり、前回の 2008 年人口センサス負担割合の 10％から

増加することになる。 

ただ、政府負担割合が増えたとしても、NIS が不足分をドナー等から調達できるかどう

かについては、いまだ不確実性が残っている。2018 年人口センサスだけでなく、2023 年
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中間年人口調査、2017 年中間年経済調査、2021 年経済センサスなど、予定されている政

府統計に必要な資金を調達できるかどうかは、NIS や計画省が、他省庁やドナー等に対し

て、統計の重要性を効果的に訴えていけるかどうかに大きく左右されるだろう。 

州レベルの財政的持続性についても不安材料がある。州計画局に対しては、小地域統計

実施のためにコンピュータ、コピー機等の資機材が提供されたが、それら資機材の維持管

理費（修繕費、コピー機トナー、プリンターカートリッジ、ソフトウェアのバージョンア

ップ・更新等の比較的高額な消耗品費）については、現在はプロジェクトが負担している。

プロジェクト終了後も、維持管理費が確保できるよう、計画省・NIS は州計画局と経済財

政省間の調整を支援するなど、必要な対策を講じるべきである。 

 

４－２ 結 論 

フェーズ 1 より継続して実施されている JICA の技術協力により、NIS 職員の能力は確実に向

上した。フェーズ 3 である本プロジェクトは、NIS 職員だけでなく、地方の州計画局職員の能力

向上にも積極的に取り組んでいる。プロジェクトは、比較的高いレベルでプロジェクト目標を達

成することができると見込まれる。成果 3（NIS の分析能力）及び成果 6（州計画局の小地域統計

実施能力）の達成度合いを高める努力がなされれば、プロジェクト目標の達成度はより高くなる

だろう。 
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第５章 提言と教訓 
 

５－１ 提 言 

＜プロジェクトへの提言＞ 

（1）NIS の経済データ分析能力の強化 

NIS が政府統計を計画・実施する能力は向上したが、分析能力、特に経済統計データの分

析を行う能力はまだ十分ではない。プロジェクトの残り期間で、NIS 職員は専門家とともに

2014 年中間年経済調査の分析レポートの作成を行い、分析能力を向上させる必要がある。ま

た、この目標達成のために、プロジェクト期間の延長を JICA とともに検討することも一考

である。 

 

（2）ウェブサイトを活用した統計情報の提供 

プロジェクトが刊行した各種レポートをウェブサイトに掲載することにより、統計情報を

より多くの関係者に、効率的に提供することができるが、現在のところ、NIS ウェブサイト

への統計レポートの掲載は限られている。残りの協力期間で、プロジェクトは、NIS 内の関

連部署とともに、クメール語で作成された小地域統計レポートを含む各種レポートをなるべ

く多く掲載するよう提言する。ウェブサイトへの掲載が難しい場合には、CD-ROM でデータ

を提供したり、NIS 内に設置されている「データ利用者サービスセンター」を積極的に紹介

するなど、利用者が統計データを入手しやすくするような便宜を図るとよいだろう。また、

NIS 内の担当部署の責任と役割を明確化し、ウェブサイト掲載のための業務手順を確立させ

るべきである。 

 

＜NIS への提言＞ 

（3）今後の統計調査活動に必要な資金の確保 

統計マスタープランや関連政令において、2017 年に中間年経済調査が、2018 年に人口セ

ンサスが計画されている。NIS はこれらの調査実施のための十分な資金を確保するために予

算計画を作成するべきである。NIS は、計画省や経済財政省、そしてドナー等に対して、政

府統計が政策策定・モニタリングのために欠かせないことを主張していく必要がある。 

 

（4）計画省・NIS による州計画局への支援強化 

プロジェクトは小地域統計支援により州計画局の能力強化に取り組んだが、NIS のこうし

た地方支援の活動は緒に就いたばかりである。地方統計課は、プロジェクトの小地域統計支

援の経験に基づき、州計画局支援のための具体的な行動計画を立てる必要がある。 

また、計画省・NIS は、プロジェクトが供与した資機材の維持管理費用を確保できるよう、

州計画局を支援するべきである。 

 

（5）移転されたスキル・知識の維持のための情報管理 

これまで、重要な業務や情報は記録され、業務マニュアル等の形で文書化されたが、そう

した文書の共有は主に個人ベースで行われている。また、重要な文書のソフトコピー管理に

関して、ドナーへの依存度が高い状況も見受けられる。ソフトコピーの管理については、情
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報共有システムや手続きを改善し、組織として適切な管理を行うことが必要である。文書管

理を改善することにより、統計活動に不慣れな人員に対しても効率的にスキルや知識を移転

することが可能になるであろう。 

 

（6）主要なセンサスのスケジュール調整 

農業センサスが予定よりも 1 年前倒しになり、2013 年に実施された。これにより、プロジ

ェクト活動の円滑な実施が妨げられた。このような状況を発生させないため、センサスは適

切な間隔を置いて実施されるべきである。次回の農業センサスについては、次回経済センサ

ス実施の 3 年後に行われるべきである。 

 

５－２ 教 訓 

本プロジェクトから得られた教訓は以下のとおり。 

 

（1）経済センサス/調査に関する課題 

人口調査とは異なり、経済調査のためのデータクリーニングには長い時間を要することが

明らかになった。これは、企業・事業所が多種多様な特徴をもっていること、職員が経済デ

ータの扱いに不慣れなこと、そしてコンピュータ処理による自動的なエラーの補定が不可能

なことなどの要因による。プロジェクトは、2011 年経済センサス、2013 年中間年経済調査

実施の際にこの問題に直面し、活動に遅延が生じた。また、C/P の分析能力向上のために十

分な時間を割くことが難しくなった。 

そのため、プロジェクト実施機関の経済調査経験が乏しい場合、データクリーニングのた

めの時間を十分に取るようにすべきである。また、C/P の基礎知識を向上させるために、会

計や企業活動に関する研修を十分に行うべきである。また、案件形成の際には、C/P やその

他経済調査を実施することになる関係者が、どの程度会計・企業活動に関する基礎知識をも

っているかを評価するアセスメントを実施するべきであろう。 

 

（2）他のセンサス活動との調整 

2013 年に急遽農業センサスが実施されたことは、C/P の業務量増大を招き、プロジェクト

に負の影響を与えた。特に 2011 年経済センサスの分析作業に影響が及んだ。プロジェクト

の円滑な遂行が阻害されないためには、C/P がプロジェクト外の業務として担当する他のセ

ンサスとのスケジュール調整が重要である。 

 

（3）統計分野技術協力プロジェクトのデザイン 

センサスのように、次の活動までに 10 年といった長い時間が空いてしまうような活動に

対する技術移転を行う際には、一度限りの技術協力にとどまらず、技術の定着を図るための

継続的な OJT による支援が必要である。その点、フェーズ 1 から継続して中間年センサス等

を含めた主要な機会に技術移転・定着の支援を行っている本プロジェクトは、プロジェクト

デザインの観点から適切な支援だったといえる。 
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（4）センサス実施のための予算の確保 

課題別指針『統計』（平成 22 年 8 月改訂版）にもあるとおり、途上国においては、人口セ

ンサス、経済センサスなどの大規模統計調査を実施するための経費を独自に予算化すること

が困難なので、ドナー間の調整や技術協力と他のスキームとの連携が重要になってくる。本

プロジェクトでは UNFPA との共同での実施やノンプロジェクト無償資金協力見返り資金の

活用など、調査実施の費用の確保が適切に行われた。一方で先方政府負担の割合は当初より

増加したものの、独自で実施できるほどには至っておらず、財政的な持続性の確保の難しさ

が改めて確認された。統計分野の支援にあたっては、プロジェクト終了後の統計調査の財源

確保についても検討する必要がある。 

 



付 属 資 料 

 

１．主要面談記録 

 

２．協議議事録（Minutes of Meeting：M/M）、Joint TerminalEvaluation Report 

 

３．政府統計団員所見 

 

４．団長所感 

 

５．終了時評価グリッド 
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